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研究要旨総括
１．総括研究

東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故対応作業においては、平成 23 年 3 月 14 日か
ら約 10 か月間、放射線緊急被ばく線量限度が 100mSv から 250mSv に引き上げられた。本研
究はこの期間に作業に従事した 19,812 人の緊急作業従事者を対象にしている。このうち 174
人が通常作業の 5 年間の線量限度である 100mSv を超えて被ばくしたが、残りは 100mSv 未満
であり、そのうちの大部分は合計線量が 10mSv 未満であった。本研究の目的は、これら緊急作
業従事者全員を対象として、緊急作業による健康影響の有無を生涯にわたり追跡調査すること
である。

平成 26 年度に本研究を開始して以来、令和 7 年 2 月 17 日までにおいて、全対象者 19,812
人中、研究参加者 9,043 名（45.6%）、参加拒否者 222 名（1.1%）、研究参加に消極的な層（研
究開始時に参加意向の連絡があり、それ以降の連絡がない者）は 2,691 名（13.6%）、未返信者
4,896 名（24.7%）、宛先不明者は 1,960 名（9.9%）、死亡者 916 名（4.6%）、情報不備 84 名（0.4%）
であった。

研究開始以降、令和 5 年度までは、研究参加者のリクルート期間としてベースライン調査後
の縦断調査や、基本健診などを実施し参加者の確保に注力してきたが、令和 6 年度より基本健
診を中止し、2 年に 1 回の詳しい調査のみを行うこととした。

令和 6 年度の健診対象者 4,275 人のうち、回答者は 2,065 人、未返信者は 2,071 人、139 名
は宛先不明となった。回答者のうち健診申込者は 1,899 人、健診を希望しないと回答した人は
165 人、その他 1 名であった。健診申込者のうちベースライン健診の受診予定者数は 32 人であ
り、令和７年 2 月 17 日までの受診者数は 31 人であった。また、縦断調査対象者の受診予定者
数は1,469人であり、そのうち令和7年2月17日までの受診者数は1,319人であった。さらに、
令和 6 年度からは地域を限定して検体保存を行うこととし、今年度の健診時に収集される予定
の血液・尿の保存用試料は 464 名分である。

がん罹患調査については、従来、同意のある人のみ全国がん登録情報の提供を受けて行って
きたが、本研究の目的に鑑み、国のがん対策の企画立案または実施に必要ながんに関する調査
研究として、がん登録等の推進に関する法律第 17 条の適用を申請することとした。そのため、
緊急作業従事者全員を対象とするよう研究計画書を修正し、倫理審査を受けた。

健診結果の詳細な観察結果は本文にて紹介する。

研究代表者　大久保利晃　労働安全衛生総合研究所
　　　　　　　　　　　　労働者放射線障害防止研究センター長
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２．分担研究
臨床調査分科会

甲状腺疾患については、第 3 期の甲状腺検診実施体制と課題を整理し、第 1・2 期検診結果の
概要と課題把握のための集計を行った。第 3 期では超音波検査は 11％、血液検査は 92％の健
診機関で実施され、第 2 期より規模は縮小した。検査試薬は項目ごとに 4 ～ 7 種類が使用され
るが、約半数の健診機関では使用試薬が不明であり、現状のままでは甲状腺刺激ホルモン（TSH）
以外の研究利用は困難である。第 1・2 期の超音波検査における要二次検査者は、ベースライン
調査で 15.5％、縦断調査で 17.9％であり、そのうち二次検査結果の取得率は約 4 割に留まって
いた。この課題への対応として、医療機関から診療情報を取得する計画を立案し、準備を進め
ている。

非がん疾患については、糖尿病有病者の正確な同定プロセスを確立するため、2016 年 1 月～
2024 年 10 月のベースライン調査受診者 6,426 名を対象に検討を行った。自己申告情報のみを
用いたアルゴリズムでは糖尿病 579 名（9.0%）が抽出されたが、さらに血液データ及び内服薬
詳細情報も用いたアルゴリズムでは、糖尿病 444 名（6.9%）、糖尿病疑い 250 名（3.9%）、計
694 名（10.8%）が抽出され、より正確な同定に血液データや内服薬詳細情報の活用が重要であ
ることが示された。ただし、採血までの空腹時間不明者 547 名（8.5%）では血液データの利用
が困難であったことから、より丁寧な問診や記録の重要性が示された。

社会的特性分析分科会
質問票により得られた社会的因子により影響を受ける健康管理状況があるかの検討及びそれ

により緊急作業従事による放射線被ばくの健康影響評価が影響を受けうるかを検討した。緊急
作業従事における外部被ばく実効線量と預託線量の合計線量（mSv）（以下「総線量」）を
20mSv 未満（低線量）、20mSv 以上 50mSv 未満（中線量）、それ以上（高線量）の３つに分け、
健診で得られた高血圧・糖尿病の治療有無、収縮期血圧・HbA1c の値を臨床データの代表とし
て検討したとき、無治療者の収縮期血圧・HbA1c、また高血圧の治療開始年齢は高線量群が統
計上有意に低かった（各々分散分析、F=3.968,	R2=.0012,	p=.0033、F=5.735,	R2=.0016,	
p<.0001、F=5.483,	R2=.0050,	p=.0042）が、年齢、緊急作業時の年収、緊急作業時の所属、避
難経験の内容で各々分類して検討すると、それらの有意差は認められなくなった。一方、それ
らはまた緊急作業時の年収、緊急作業時の所属毎で差が見られた。これらのことから、緊急作
業従事による放射線被ばくの健康影響を評価するにあたり、それら社会的因子が交絡因子とな
ることが示唆され、それら社会的因子を調整することが必要と考えられた。それら社会的因子
による健康管理影響を調整するための指標となる設問を新設する必要があろう。

白内障調査分科会
被ばく線量の高い現東電社員を対象とした白内障検診は 2013 年から継続して行っており、本

年度も実施した。また、2022 年と 2023 年の検診データが NEWS 本部に届いたため、現在対象
者の抽出を行っている。過去のデータ解析により、微小混濁である VC の 7 年間（2013-2019 年）
の有病率の推移は2013年の6.0%から2019年の18.0%と増加傾向であることを報告している。
今回届いた 2 年分のデータを追加することで、2013 年からの有病率の推移等、継続的な解析が
可能となる。

白内障全国調査は第 3 クールを開始した。第 3 クールの対象者は NEWS 研究同意者から白内
障手術後（両眼）などを除外した 7,196 名とした。白内障検診の案内を送付し、本年度は 432
名の検診となる。また第 1・第 2 クールのデータ解析として、画像を用いた白内障の自動解析
及び詳細な検討も行っており、第 2 クールでは事故後 10 年以上が経過しているが、解析対象者

（2,211 名）の約 9 割が透明水晶体眼を維持、あるいは微小混濁を含む水晶体変化が認められて
も視力は良好であることが示された。
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20mSv 未満（低線量）、20mSv 以上 50mSv 未満（中線量）、それ以上（高線量）の３つに分け、
健診で得られた高血圧・糖尿病の治療有無、収縮期血圧・HbA1c の値を臨床データの代表とし
て検討したとき、無治療者の収縮期血圧・HbA1c、また高血圧の治療開始年齢は高線量群が統
計上有意に低かった（各々分散分析、F=3.968,	R2=.0012,	p=.0033、F=5.735,	R2=.0016,	
p<.0001、F=5.483,	R2=.0050,	p=.0042）が、年齢、緊急作業時の年収、緊急作業時の所属、避
難経験の内容で各々分類して検討すると、それらの有意差は認められなくなった。一方、それ
らはまた緊急作業時の年収、緊急作業時の所属毎で差が見られた。これらのことから、緊急作
業従事による放射線被ばくの健康影響を評価するにあたり、それら社会的因子が交絡因子とな
ることが示唆され、それら社会的因子を調整することが必要と考えられた。それら社会的因子
による健康管理影響を調整するための指標となる設問を新設する必要があろう。

白内障調査分科会
被ばく線量の高い現東電社員を対象とした白内障検診は 2013 年から継続して行っており、本

年度も実施した。また、2022 年と 2023 年の検診データが NEWS 本部に届いたため、現在対象
者の抽出を行っている。過去のデータ解析により、微小混濁である VC の 7 年間（2013-2019 年）
の有病率の推移は2013年の6.0%から2019年の18.0%と増加傾向であることを報告している。
今回届いた 2 年分のデータを追加することで、2013 年からの有病率の推移等、継続的な解析が
可能となる。

白内障全国調査は第 3 クールを開始した。第 3 クールの対象者は NEWS 研究同意者から白内
障手術後（両眼）などを除外した 7,196 名とした。白内障検診の案内を送付し、本年度は 432
名の検診となる。また第 1・第 2 クールのデータ解析として、画像を用いた白内障の自動解析
及び詳細な検討も行っており、第 2 クールでは事故後 10 年以上が経過しているが、解析対象者

（2,211 名）の約 9 割が透明水晶体眼を維持、あるいは微小混濁を含む水晶体変化が認められて
も視力は良好であることが示された。
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心理的影響調査分科会
2024 年 10 月 31 日までに回答が返送された 8,091 件のうち、4,762 名を対象として解析した。

心理的ストレス（K6）、睡眠障害（AIS）で評価した精神的健康の有所見率は日本における
労働者を対象とした先行研究と比べて顕著な相違は見られなかった。スティグマは、不良な精神
的健康と関連が認められた。また、緊急作業時の社会的支援が労働者の精神的健康の保護因子と
して重要であることが示唆された。

うつ病の有病率を評価するため、WHO  統合国際診断面接法（CIDI）コンピューター版面接
（CAPI）のうつ病モジュールを用いた構造化面接を調査専門機関に委託して実施した。2025 年 
1 月 31 日までの健診調査受検者のうち、面接調査により有効な回答が得られた 3,685 名を対象
に分析した。その結果、DSM- Ⅳ -TR における「大うつ病性障害」（296.xx）の有病率は、最近 
１か月で 0.2％（9 名）、最近 12 か月で 1.8％（68 名）、生涯で 6.9％（256 名）と判定された。 
ICD-10 における「精神病症状を伴わない重症うつ病エピソード」（F32.2、F33.2）の有病率は、
最近 1 か月で 0.1％（5 名）、最近 12 か月で 1.0％（38 名）、生涯で 3.4％（124 名）と判定さ
れた。また、発災前にうつ病の既往がある群では、ない群に比べ、発災後のうつ病の発症が
有意に多い傾向が示唆された。さらに、実効線量が 100mSv 以上の被ばく群で発災後の罹患率や
発災後の再発が有意に高かった。

線量評価分科会
電子式個人線量計の指示値に基づく実効線量・臓器線量の評価では、緊急作業時に使用されて

いた全面マスクについて、計算シミュレーションによってβ線遮へい係数を評価した。緊急作業
時の主たるβ線源（132I）に対する遮へい係数は、0 度入射で 0.13 ± 1.9%、45 度入射で 0.11
± 2.3% となり、90Sr ＋ 90Y 線源を用いた実験結果と一致した。これは、実験のβ線エネルギー
や入射角度の分布が緊急作業時の状況を適切に再現しており、90Sr ＋ 90Y 線源による測定結果が
そのまま適用可能であることを示している。尿中の 129I 及びその他の核種の分析に基づく内部被
ばく線量推定法に関する研究では、令和 5 年度から引き続き、確立した尿中 129I の分析方法を緊
急作業従事者の試料に適用し、高い分析回収率（約 90%）が確認された。引き続き AMS 測定を
行い分析・測定の妥当性確認、尿中 129I 濃度を評価していく。

健康管理データベース分科会
本疫学研究にて集約される健康上データは、研究対象者への保健指導などを通じた緊急作業

従事者の健康の維持増進に貢献することが期待される。本分担研究班では、集約された作業従
事者の健康管理データベースを効果的にフィードバックし、継続的な有効活用にいかに繋げる
かに関する研究を実施するため、集積された健診結果のデータベースから、受診者に対する保
健指導の方法及び結果開示の標準フォーマットの策定に関する調査研究を行い、受診を希望す
る健診実施機関の検査結果票を集積し、効果的な結果開示票の制作をこれまでに行った。

令和 6 年度は、これまでの過程を踏まえて、健診アプリのテスト運用（以下「本研究」）を
開始した（令和 7 年 2 月 25 日開始）。緊急作業従事者のうち、1）東京電力ホールディングス
株式会社の社員である者、2）50 歳以上の者、3）研究参加の同意時点で東京電力ホールディン
グス株式会社に勤務している者である。まず、対象候補者に対して、本研究参加を呼びかける
案内を配布し、本研究説明会への参加を呼びかけた。本研究説明会に参加した対象者に対して、
研究の説明を口頭で行い、書面で同意が得られた者を本研究の対象者とした。
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研究対象者は、緊急作業従事者 19,812 人で
ある。

研究デザインは、研究参加同意を得た対象者
を生涯にわたり追跡調査する前向きコホート研
究で、この悉皆調査を基盤とし、将来、研究対
象者の全部あるいは一部を対象としたコホート
研究やケース・コントロール研究、ネステッド・
ケース・コントロール研究等多角的な個別研究
が計画されることを前提として行うものであ
る。

本研究は、定期的な住所地照会、健康調査等
を継続することにより、研究対象者の生涯にわ
たる消息を把握し、放射線被ばくとその健康影
響に関連する情報を収集するとともに、将来、
個別研究が計画された際に活用できる形で資・
試料を保管する。

本研究で、評価対象とする健康影響の範囲は、
死亡、悪性腫瘍、非がん性疾患、心理的影響、
放射線の健康影響機序を評価する生体指標及び
分子生物学的指標である。

令和 6 年度からは、健康調査における検査
分析は各健診機関で実施することとし、精度管
理状況や検査手法等を確認する。健診に先立っ
て、研究協力及び将来の調査研究への利用のた
めの生体試料の保存に関する同意を取得する。
また同意が得られた対象者では検査用の検体採
取と同時に、保存のための血液・尿の採取も実
施を継続するが、全国一律での実施は輸送方法
や輸送時間の格差が大きいことから、本年度か
ら対象者の密度が高い、福島と関東一円、新潟
県に限定することにした。採取された保存用の
血液・尿は、株式会社江東微生物研究所におい
て分注・凍結し、ドライアイスで一定の低温を
保ったまま安衛研へ輸送され、－ 80℃の冷凍
庫へ格納されている。
２ ．研究体制

研究組織としては、安衛研が担う統括本部機
能のもと、次のとおり分担研究毎の分科会を設
ける。研究班全員で研究方法や研究成果、今後
の研究方針等を協議するために、年 1 回以上
は研究班会議を開催する。
ａ）統括本部：

・研究計画、研究手法決定
・健康調査関連事業者等と契約、統括／指導
・研究参加者・健診受診者募集
・放射線影響協会中央登録センターから被ば

く線量の取得とデータ管理
・死因調査
・がん罹患調査
・システム開発、維持・改修・保守、検証
・健康調査（質問紙含む）の結果データ収集、

解析
・郵便調査実施
・生体試料収集、保管管理、分子生物学的研究
・研究成果公表、Web サイト運営、広報活動
・個人情報管理、事務運営

ｂ）臨床調査分科会：非がん疾患の有病者の特
定方法など臨床的課題の研究、及び甲状腺

Ａ．研究目的
東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事

故対応作業においては、平成 23 年 3 月 14 日
から同年 12 月 16 日まで、作業者の緊急被ば
く線量限度が 100mSv から 250mSv に引き上
げられた。この間、19,812 人が作業に従事し、
174 人が通常作業の 5 年間の線量限度である
100mSv を超えて被ばくしたと推定され、放射
線による健康障害の発生が懸念されている。同
時に、被ばく線量が 100mSv 未満の者が大部
分を占めることから、生活習慣等交絡因子を考
慮した信頼性の高い疫学調査の実施により、低
線量被ばくによる心理的影響を含めた広範囲な
健康影響の有無並びにその機序を明らかにする
こと、同時に、がん検診を含む健診を定期的、
継続的に実施し、緊急作業従事者の健康管理に
役立てることを目的としている。

この研究を推進することにより、将来緊急作
業者から発生する疾病の労災業務上外の判断の
必要性が生じた際に、緊急作業者以外の人たち
から発生する同一疾病の頻度と比較することに
より、業務との関連性を判断する一助となるこ
とが期待される。

Ｂ．研究方法
１．研究対象者及び研究デザイン

研究対象者は、厚生労働省（以下「厚労省」
という）の「東電福島第一原発作業員の長期的
健康管理システム」に登録されている、緊急作
業従事者 19,812 人全員である。

研究デザインは、研究参加同意を得た対象者
を生涯にわたり追跡調査する前向きコホート研
究で、この悉皆調査を基盤とし、将来、研究対
象者の全部あるいは一部を対象としたコホート
研究やケース・コントロール研究、ネステッド・
ケース・コントロール研究等多角的な個別研究
が計画されることを前提として行うものであ
る。

本研究は、定期的な住所地照会、健康調査等
を継続することにより、研究対象者の生涯にわ
たる消息を把握し、放射線被ばくとその健康影
響に関連する情報を収集するとともに、将来、

個別研究が計画された際に活用できる形で資・
試料を保管する。

本研究で、評価対象とする健康影響の範囲は、
死亡、悪性腫瘍、非がん性疾患、心理的影響、
放射線の健康影響機序を評価する生体指標及び
分子生物学的指標である。

令和 6 年度からは、健康調査における検査
分析は各健診機関で実施することとし、精度管
理状況や検査手法等を確認する。健診に先立っ
て、研究協力及び将来の調査研究への利用のた
めの生体試料の保存に関する同意を取得する。
また同意が得られた対象者では検査用の検体採
取と同時に、保存のための血液・尿の採取も実
施を継続するが、全国一律での実施は輸送方法
や輸送時間の格差が大きいことから、本年度か
ら対象者の密度が高い、福島と関東一円、新潟
県に限定することにした。採取された保存用の
血液・尿は、株式会社江東微生物研究所におい
て分注・凍結し、ドライアイスで一定の低温を
保ったまま安衛研へ輸送され、－80℃の冷凍
庫へ格納されている。
２．研究体制

研究組織としては、安衛研が担う統括本部機
能のもと、次のとおり分担研究毎の分科会を設
ける。研究班全員で研究方法や研究成果、今後
の研究方針等を協議するために、年 1 回以上
は研究班会議を開催する。
ａ）統括本部：

・研究計画、研究手法決定
・健康調査関連事業者等と契約、統括／指導
・研究参加者・健診受診者募集
・	長期的健康管理 DB 情報提供申出と取得・

データ管理
・	放射線影響協会中央登録センターから被ば

く線量の取得とデータ管理
・死因調査
・がん罹患調査
・システム開発、維持・改修・保守、検証
・	健康調査（質問紙含む）の結果データ収集、

解析
・郵便調査実施
・	生体試料収集、保管管理、分子生物学的研究
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がん調査の一次検査結果を甲状腺検査精度
管理委員会へ収集・判定し、異常者に対す
る二次検査受診勧奨及び返送された検査結
果の管理とデータ解析・評価を行う。

ｃ）社会的特性分析分科会：緊急作業従事者の
放射線被ばくによる健康影響を検討する上
で交絡因子となりうる社会的因子による健
康影響の評価を行うとともに、健康診断及
びその事後指導において必要となる社会的
背景を理解するために、それら社会的因子
を明らかにするための研究を担当する。

ｄ）白内障調査分科会：白内障調査を実施し、
その管理とデータ及び解析結果の評価を行
う。本研究開始以前に実施された厚労省科
学研究費補助金による研究班で実施した先
行研究の対象者のうち、本研究対象者から
収集されたデータは、既存資料として本研
究に承継する。

ｅ）心理的影響調査分科会：心理的影響調査を
実施し、その管理とデータ及び解析結果の
評価を行う。

ｆ）線量評価分科会：作業時に装着した個人線
量計による外部被ばく線量と、ホールボ
ディカウンタで測定する内部被ばくの実測
データや摂取シナリオによる被ばく線量再
構築を試み、実効線量、預託線量の検討を
行う。特に、内部被ばくについて、シミュ
レーション等による実測データや安定ヨウ
素剤服用等の修飾因子を考慮した個人の行
動記録に基づく摂取シナリオの構築等を基
に、不確かさを考慮した線量評価を行う。
内部被ばくの影響を評価するために、転座
染色体頻度（経年変動はほぼなし）の解析
による生物学的被ばく線量評価を実施す
る。

ｇ）健康管理データベース分科会：集約された
作業従事者の健康管理データベースを効果
的にフィードバックし、継続的な有効活用
にいかに繋げるかに関する研究を実施す
る。

３ ．健康調査の方法
①健診代行業務委託

健康調査を実施するにあたり、全国の健診協
力機関との業務委託契約をはじめ健診予約から
結果収集・経理等業務に対して、安衛研に代わっ
てこれらを統括する専門の健診代行業者に委託
する。具体的な委託業務としては、各健診機関
との個別契約の締結、健診受入れ日・人数の把
握、受診日予約、健診後の立替払い経費の支払
い・振り込み、健診後のデータ収集、エラー
チェックなど一連の健診代行業務である。
②調査項目

健診協力機関を介して実施する健康調査は、
次の 2 種類である。初回の多項目健診を「初
回コース（ベースライン調査）」とし、2 回目
以降を「縦断コース（縦断調査）」とする。令
和 6 年度から、研究参加者は、原則として、
２年に 1 度のがん検診を含む詳しい健診を受
診する（資料１）。同時に、ライフスタイル、
既往歴、医療歴などの情報を収集するために自
記式の質問票への回答を求める。

・初回コース：この健診項目には、末梢血液
一般検査、肝機能検査、腎機能検査、血液
脂質、血糖値、炎症マーカー、甲状腺機能
検査、甲状腺抗体検査、ピロリ菌検査、肝
炎ウイルス検査、前立腺がんマーカー、心
不全マーカー、貧血関連検査（貯蔵鉄）、
新型コロナウイルス抗体検査、検尿・検便、
画像検査（胸部、腹部、胃、甲状腺）等、 
57 項目が含まれている（資料２）。

・縦断コース：検査項目としては初回コース
から甲状腺抗体検査、ピロリ菌検査、肝炎
ウイルス検査を除く項目を実施する。なお、
このコースは令和元年度より実施されてい
る縦断調査（Lx）を引き継ぐものである 

（資料２）。
③基本健診廃止

令和元年度より、多項目健診を受診しない年
度についても、労働安全衛生規則第 44 条及び
電離放射線障害防止規則第 56 条に規定される
項目を含む健康診断（以下「基本健診」）の実
施を開始し、令和 5 年度まで続けてきた。基
本健診を担当する医療機関は、全国 47 都道府
県の約 400 医療機関と契約を締結し健診を実
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施してきた結果、研究参加者の健康管理に役立
つとともに、継続して研究参加するための動機
づけや、多項目健診を受けない期間の補完とし
て対象者との重要な接点となり、参加者の固定
化が進んだ。しかしながら、基本健診実施項目
は、法定の定期健診項目である 1）診察・問診

（身体計測・血圧を含む）、2）血液検査（生化
学検査を含む）、3）尿検査、4）画像検査等で
あり、受診者からは詳しい検査を望む声が寄せ
られた。また、基本健診を実施する全国約 400
か所の医療機関では、それぞれの技術水準に依
存し、多項目健診のように標準化は行わなかっ
た。したがって、健診で収集した情報は、多項
目健診と区別して集計、分析を行う必要があっ
た。以上のことから、令和 6 年度からは基本
健診を廃止し、前述のとおり、詳しい調査を２
年に１回行う。
④健康調査の実施方法の見直し

令和 5 年度までは、健診機関で採取した検
体を江東微生物研究所において一元的に測定し
ていたが、令和 5 年 3 月末にまとめられた第
三者委員会における意見※を受けて検討した結
果、令和 6 年度からは各健診機関で検査・測
定を実施することとなった。

また、多項目健診においては、健診機関で取
得していた同意書及び質問票について、健診機
関の負担増の一因となっていたことから、令和 
6 年度より受診申込み時に安衛研にて回収し、
これを受診申込みの条件とした。

自記式の「健康と生活習慣に関する質問票」
は第３期から新ベースライン質問票、縦断調査
を実施していない人のための質問票、すでに縦
断調査を１回受診した人用の 3 つの質問票に
分けて改定した（資料３）。心理的影響調査分

科会の質問票は、ベースライン健診に関しては
変更せず、縦断調査は改定を予定している新質
問票と一部統合した（資料４）。

これらの見直しにより、前述の検査項目を実
施できる医療機関を募集、それぞれの精度管理
状況を確認して、令和 6 年度は委託業者を通
じて全国 276 の施設と個別契約を行った。
⑤生体試料の保管

令和 5 年度までは、全国の健診機関で多項
目健診を受診した者のうち保存への同意があっ
た人の血液と尿を江東微生物研究所において血
清・血球と上清尿・原尿に分離分注し、安衛研
の－ 80℃の冷凍庫に保存していた。令和 6 年
度からは、臨床検査の一元化を中止したことか
ら、全数の収集一元化を廃止し、受診者密度の
高い、関東圏・福島・新潟の各県に限定するこ
ととした。検体の収集、分注は、従来どおり株
式会社江東微生物研究所に依頼する。分注後の
検体は、ドライアイスで－ 80℃の低温を保っ
たまま安衛研へ輸送され、－ 80℃の冷凍庫へ
格納される。次年度より、白血球については
－ 150℃で保管する。
４ ．郵便調査

上記の健診のほか、郵便調査を実施する。回
答が得られない群に対するアプローチとして、
令和 2 年度には、生活習慣や健康状態を調査
するための郵便調査を試行し、その結果、十分
な成果が見られたため、令和 3 年度から徐々
に郵便による研究参加の呼びかけを毎年行うこ
ととしたが、令和６年度は、 ２年に 1 回の健診
周期での調査を開始したため、郵便調査は実施
しなかった。次年度より、簡易質問票の倫理審
査を受けて、これを郵送することとしている。
５ ．放射線被ばくの評価
①�緊急作業時の個人被ばく線量に関する情報

は、厚労省より提供を受ける。その情報を基
に、本研究では全研究対象者について、臓器
別被ばく線量等の詳細な検討を行う。緊急作
業の放射線管理を担当してきた東電等から被
ばく線量再構築に必要な内部被ばく量を含め
た一次資料の提供を受けるとともに、緊急作
業従事者の健康管理記録等を参考に、安定ヨ

③基本健診廃止
令和元年度より、多項目健診を受診しない年

度についても、労働安全衛生規則第 44 条及び
電離放射線障害防止規則第 56 条に規定される
項目を含む健康診断（以下「基本健診」）の実
施を開始し、令和 5 年度まで続けてきた。基
本健診を担当する医療機関は、全国 47 都道府
県の約 400 医療機関と契約を締結し健診を実
施してきた結果、研究参加者の健康管理に役立
つとともに、継続して研究参加するための動機
づけや、多項目健診を受けない期間の補完とし
て対象者との重要な接点となり、参加者の固定
化が進んだ。しかしながら、基本健診実施項目
は、法定の定期健診項目である 1）診察・問診

（身体計測・血圧を含む）、2）血液検査（生化
学検査を含む）、3）尿検査、4）画像検査等で
あり、受診者からは詳しい検査を望む声が寄せ
られた。また、基本健診を実施する全国約 400
か所の医療機関では、それぞれの技術水準に依
存し、多項目健診のように標準化は行わなかっ
た。したがって、健診で収集した情報は、多項
目健診と区別して集計、分析を行う必要があっ
た。以上のことから、令和 6 年度からは基本
健診を廃止し、前述のとおり、詳しい調査を２
年に１回行う。
④健康調査の実施方法の見直し

令和 5 年度までは、健診機関で採取した検
体を江東微生物研究所において一元的に測定し
ていたが、令和 5 年 3 月末にまとめられた第
三者委員会における意見※を受けて検討した結
果、令和 6 年度からは各健診機関で検査・測
定を実施することとなった。

また、多項目健診においては、健診機関で取
得していた同意書及び質問票について、健診機

関の負担増の一因となっていたことから、令和
6 年度より受診申込み時に安衛研にて回収し、
これを受診申込みの条件とした。

自記式の「健康と生活習慣に関する質問票」
は第３期から新ベースライン質問票、縦断調査
を実施していない人のための質問票、すでに縦
断調査を１回受診した人用の 3 つの質問票に
分けて改定した（資料３）。心理的影響調査分
科会の質問票は、ベースライン健診に関しては
変更せず、縦断調査は改定を予定している新質
問票と一部統合した（資料４）。

これらの見直しにより、前述の検査項目を実
施できる医療機関を募集、それぞれの精度管理
状況を確認して、令和 6 年度は委託業者を通
じて全国 276 の施設と個別契約を行った。
⑤生体試料の保管

令和 5 年度までは、全国の健診機関で多項
目健診を受診した者のうち保存への同意があっ
た人の血液と尿を江東微生物研究所において血
清・血球と上清尿・原尿に分離分注し、安衛研
の－80℃の冷凍庫に保存していた。令和 6 年
度からは、臨床検査の一元化を中止したことか
ら、全数の収集一元化を廃止し、受診者密度の
高い、関東圏・福島・新潟の各県に限定するこ
ととした。検体の収集、分注は、従来どおり株
式会社江東微生物研究所に依頼する。分注後の
検体は、ドライアイスで－80℃の低温を保っ
たまま安衛研へ輸送され、－80℃の冷凍庫へ
格納される。次年度より、白血球については
－	150℃で保管する。
４．郵便調査

上記の健診のほか、郵便調査を実施する。平
成 26 年度の研究開始当時より、研究参加への
呼びかけに対して、手紙が届いているにもかか
わらず、約 3 割もの緊急作業者が未返信となっ
ている。これら回答が得られない群に対するア
プローチとして、令和 2 年度には、生活習慣
や健康状態を調査するための郵便調査を試行
し、その結果、十分な成果が見られたため、令
和 3 年度から徐々に郵便による研究参加の呼
びかけを毎年行うこととしたが、令和６年度は、
２年に 1 回の健診周期での調査を開始したた

※全国展開している測定機関であれば精度管理がされ
ており、その測定精度は向上している。したがって、
一般的な臨床検査項目については、これまで行われて
いた 1 か所の検査機関に分析作業を集約する方法は、
その作業負担の得失や、長距離輸送による時間的格差
を考慮すると、意義が減少したのではないかという見
解に賛同する。
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ウ素剤の摂取状況や作業実態に関する詳細な
情報の入手に努め、被ばく線量の推定精度を
上げる。

②�緊急作業就業前及びそれ以降の原子力関連放
射線業務従事による通常時の個人被ばく線量
に関する情報は、放射線影響協会の放射線業
務従事者中央登録センターから提供を受け
る。

③�放射線業務以外の放射線被ばくとして最も重
要な医療被ばくによる線量推定については、
治療用放射線被ばくや腹部 CT 検査等被ばく
線量の大きい検査について、受療した医療機
関への照会により被ばく線量の推定に努め
る。生活被ばく情報に関しては対象者より面
接時等で質問紙にて聴取する。これらの資料
を基に臓器別被ばく線量の推定計算を行う。

④�高線量被ばく者については、染色体検査によ
る生物学的被ばく線量推定を行う。

⑤�放射線関連疾患の放射線以外のリスク因子
（交絡因子）に関する情報を収集する。

⑥�心理的影響のリスク因子は、自記式または面
接による質問票調査によって収集・評価する。
業務上の有害物質ばく露歴等にも留意する。

（倫理面への配慮）
本研究は、「人を対象とする生命科学・医学

系研究に関する倫理指針」を遵守して実施する。
研究計画（基盤）は、安衛研において倫理審査
委員会の承認を得て実施する。研究分担者が企
画する個別研究は、この基盤審査を基に、研究
課題毎に必要に応じてそれぞれが所属する機関
の倫理審査を受ける。
ａ）資・試料の取り扱い

研究対象者の情報は、国が定めた基準（個人
情報保護法、「人を対象とする生命科学・医学
系研究に関する倫理指針」等）に従って厳重に
保護・管理する。本研究のための資・試料は、
厚労省その他の資・試料を保有する機関、健診
や調査を行った健診機関、個別研究を実施した
共同研究者等から、個人同定可能な情報として
安衛研に提供され、個々の対象者毎に関連づけ
を行った上で、一元的に保管される。研究に供

される場合、承認された研究計画に従い、当該
研究の目的に適合する対象者を抽出し、安衛研
において匿名化した上で、研究に必要な項目の
情報のみを編集したデータセットが研究責任者
へ提供される。連結のための対応表は、安衛研
が指名する特定の責任者が厳重に保管する。
資・試料は施錠可能な部屋・保管庫に保管し、
個人同定可能な資料はさらに施錠可能な保管庫
に保管する。

電子資料は、施錠可能な部屋に設置された専
用サーバーに保存し、許可された者のみが操作
する。資料は原則として研究期間が終了するま
で保存する。生体試料（血液・尿等）は、保存
に必要な前処理を行った上で、複数の保管用
チューブに分注し、特定の個人を識別できる番
号を当該個人と関わりない記述に置き換えた上
で、－ 80℃の冷凍庫で保管する。冷凍庫及び
それを設置する部屋は施錠する。全ての研究期
間終了後の資・試料の取り扱いは、その時点で
他の研究に使用する必要性があると考えられれ
ば、保存することを可能とする。資・試料の廃
棄は、個人同定資料を含む一次資料、研究用匿
名化資料、匿名化対応表のそれぞれを別々に、
紙資料は裁断、電磁資料は物理的初期化を行っ
て廃棄する。生体試料はそれぞれ適切な方法で
廃棄する（具体的内容は、個別の研究計画書に
記述する）。研究期間中に対象者から資・試料
廃棄の申出があった場合、所定の手続きで受け
付け、透明性のある方法で廃棄し、その結果を
申請者に適切に説明しその記録を残す。
ｂ）対象者への説明と同意の取得

本研究計画の実施に際しては、研究の意義、
目的、実施主体、方法を対象者に説明した上で、
本研究への参加は自由であることを伝える。ま
た研究に協力することの利益・不利益、対象者
の権利を説明した上で、以下の項目について同
意を得る。なお、対象者の高齢化や健康状態等
により、当該対象者から同意を取得することが
困難な場合には、代諾者からの取得も可とする。

①既存資料を保有する機関から情報提供を受
けることへの同意

②健康診断を含む臨床調査への同意
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③今後立案される個別研究計画への参加依頼
を行うことへの同意

④資・試料の保管、健康調査で得られたデー
タの研究利用の同意

ｃ）研究に伴う対象者への利益とリスク
対面や自記式の質問票等を用いる調査、既存

資料及び採取後の試料の分析においては、対象
者に対する利益及びリスクはない。身体的侵襲
を伴う検査・生体試料の採取等においては、検
査の種類・程度に応じた軽微な身体的リスクが
生じうる。質問票調査等の回答や検査または生
体試料分析結果等を対象者に通知する場合に
は、本人の健康管理等に役立つことに主眼を置
く。健診に関して、予想される有害事象に対応
するための手順書はそれぞれの研究協力機関の
持つマニュアルを準用、または研究者があらか
じめ作成する。研究協力機関及び研究者は、当
該事象が発生した場合には、直ちに適切な治療
を行って、回復及び被害の拡大の防止を図る。
当該事象が発生した際には、研究協力機関また
は研究者は速やかに、その内容を研究代表者に
連絡する。研究代表者はその内容を安衛研の長
に報告するとともに、同様に健診を担当してい
る研究協力機関、必要な研究者に連絡する。統
括研究機関の長は、当該事象について倫理審査
委員会の意見を聴き、必要な措置を講じる。個
別の研究計画に関しては、個別の研究計画書の
中であらためて記述される。
ｄ）研究成果の公表方法

本研究に基づく学術的成果を公表する場合に
は、本研究が定める指針に基づき学術誌に発表
する。
ｅ）研究機関の長への報告及び外部評価

年に 1 回、研究の進捗状況について安衛研
の長に報告する。また、必要に応じて倫理審査
委員会の審査を受ける。研究がある程度進んだ
段階で国際的な外部評価を受ける。
ｆ）利益相反

本研究に関する利益相反の審査は、安衛研利
益相反防止委員会が行い、研究代表者及び研究
分担者から所定の基準を超える経済的利益のな
いことを確認する。同委員会は、本研究の期間

中、本研究において公正かつ適正な判断が損な
われることのないよう、継続的に利益相反の審
査を行う。
ｇ）情報公開の方法

本研究の概要及び主要な調査結果は、安衛研
の外部向けホームページに掲載する。本研究の
対象者に対して年に 1 回程度、研究の進捗状
況について説明する文書を届ける。研究対象者
が研究計画書の閲覧を希望したときには、遅滞
なく計画書を開示する。
ｈ）研究対象者からの相談等への対応

研究対象者からの相談は、まず当該研究対象
者を担当する医療機関の担当者が受け、研究代
表者または適切な研究分担者・研究協力者に問
い合わせて、研究対象者に回答する。
ｉ）研究対象者に対する経済的負担

健診費用は本研究事業費補助金で賄われるた
め参加者の負担はない。健診を受診する研究協
力機関までの交通費は、通常の経路で最も経済
的な額を支払う。研究参加にかかる負担に応じ
て謝金を支払う。
６ ．死因・がん罹患の調査
・死因調査：厚労省から研究対象者の定期的な

現況調査の情報を取得する。これらの情報に
より、研究対象者の生死を確認する。死亡者
については、定期的に人口動態調査の目的外
使用手続きにより、死亡・死因の情報を収集
する。

・がん罹患調査：2016 年以降のがん罹患情報
は、全国がん登録との照合により、同意のと
れた緊急作業従事者について収集する。今後、
国のがん対策実施に必要ながんに係る調査研
究であることから、がん登録等の推進に関す
る法律第 17 条の適用を申請する。
７ ．分子疫学調査（東電福島第一原発緊急作
業従事者の保存試料を用いたゲノム解析の
ための予備調査）

本研究の目的は、10 年前に保存された試料
から抽出した DNA が、ゲノム及び遺伝子解析
に利用可能であるかを検証することである。こ
の目的を達成するため、第 1 期健診事業で収
集・保存された血球試料から抽出された DNA

Title:R6-p001_ 放射線業務従事者の健康影響に関する疫学研究 .indd　p8　2025/07/04/ 金 16:00:31

- 8 -



量の比較、及びその DNA を用いて、一塩基多
型（Single  Nucleotide  Polymorphism：SNP）
を網羅的に解析する SNP アレイを行うことに
より、10 年前に保存された DNA がゲノム・
遺伝子解析に利用可能かどうかを評価した。具
体的には、12 名の対象者を選定し、各対象者
について第 1 期及び第 3 期健診事業で保存・収
集された血球試料から DNA を抽出し、その抽
出量を比較した。その後、日本人に特化して設
計された約 70 万の SNP を含む SNP アレイを
用いて、網羅的に遺伝子型を同定し、得られた
SNP の測定結果を基に、第１期及び第 3 期の
抽出 DNA 試料における判定 SNP の同定率（全
体の SNP 数に対する判定可能な SNP 数の割合）
及び一致率（第 1 期と第 3 期の一致する SNP
数を全体の SNP 数で割った割合）について比
較解析を行った。

Ｃ．研究結果
１ ．対象者への働きかけ
①令和６年度の健診参加状況

平成 26 年度に本研究を開始して以来、令和
7 年 2 月 17 日までにおいて、全対象者 19,812
人中、研究参加者 は 9,725 名（死亡者 239 名
含む）であった。

令和６年度は第３期開始のための契約等の準
備により、健診開始が 9 月からとなった。令
和６年度の健診対象者 4,275 人のうち、回答
者は2,065 人、このうち健診申込者は1,899人、
希望しないと回答した人は 165 人、その他１
名である。健診申込者のうちベースライン健診
の受診予定者数は 32 人であった。なお、令和
6 年度健診案内を送ったなかで、すでに健診を
受けたのちに宛先不明となる者が若干名みられ
た。

また、縦断調査（縦断コース）の受診者数は、
研究開始から年度別に見ると、令和元年度 7 名、
令和 2 年度 1,137 名、令和 3 年度 1,014 名、
令和 4 年度 1,223 名、令和 5 年度 828 名、令
和 6 年度 230 名（見込み）であり、総計 4,439
名であった。
・集中健診日

最も対象者が多いのは事故が発生した福島県
であり、福島県を登録住所とする人数は 4,795
名、そのうち研究参加者としては 1,815 名で
ある。現在、同県には健診協力機関が 10 か所
存在するが、それでも受診予定者をすべて消化
できていない。次いで関東圏の千葉、東京、埼
玉、神奈川で、その他密度は下がるが、新潟、
宮城、青森などが多い。このように絶対数が多
い地域では、本研究対象者の健診のみを実施す
る集中健診日を設定することが効果的である。
この集中日健診は、令和 2 年度から試験的に
始め、本年度は５年目となっている。

福島県・東京都での集中日健診は自施設にて
行われているが、昨年度まで東京都・神奈川・
千葉で行った集中健診日では、統括本部が健診
統括機関と出張健診を専門に受託している健診
機関の協力を得て、ホテルや公的会館を借り
切って実施したものである。令和６年度は福島
において 12/19、12/20、2/26、2/27 の 4 日
間、また東京都の健診協力機関では、1/11、
2/8 に集中日健診を行った。
・コホートの定着と未返信者への働きかけ

これまでのベースライン健診受診者 6,474 人
のうち 4,209 人（受診見込み含む、65％）が
縦断調査の健診を受けている。また、基本健診
の受診数は、開始した 2019 年から順次 887 人、
1,567 人、1,110 人、1,795 人となり、2023 年
は 12 月末現在 1,098 人となっている。

この結果から、本研究の健診への参加者が定
着しつつあるため、今後もこれらの参加者を維
持・確保することが重要である。その方法とし
て、第 3 期令和 6 年度からは、多項目健診と
基本健診を統合し、縦断健診を原則 2 年に 1
回に変更し、研究参加者の追跡率を向上させる
とともに、令和 7 年度以降、未返信者・未受
診者への行動変容を促すための簡易質問票の送
付等を検討する。
②広報活動
・NEWS 健診だより
「NEWS 健診だより」は、毎年 1 回、全緊急

作業者に対して、研究の進捗と結果のまとめな
どを周知するために発行しているものである。
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令和６年度は 8 月に第９号を発行（本報告書
の参考資料「NEWS 健診だより」参照）した。
この NEWS 健診だよりにおいてアンケートを
実施し、1,674 人から回答を得た（資料５）。
・オンラインコミュニティ応援隊

令和 2 年度に試験的に開始した「NEWS オ
ンラインコミュニティ応援隊員（以下「応援隊
員」という）」は、今年度で 5 年目となる。こ
れは「積極的参加へのアプローチ」の一環であ
り、本研究開始以来 4 年に一度の健康調査の
機会のみならず、研究参加に同意した緊急作業
従事者との接触の機会を増やし、より緻密な接
触を試みることを目的としている。令和６年度
発行の「NEWS 健診だより第 9 号」でも応援
隊員を募集し、5 年間で 2,032 名が加入して
いる。
・ホームページ

本研究専用のホームページが作成されている
が、ここには研究の趣旨、具体的な研究活動内
容を紹介するとともに、研究成果のまとめを掲
載し、本研究の目的・成果を公表している。令
和６年度は、ホームページをリニューアルして、
見せ方の工夫や内容の充実を図った（資料６）。
・一般公開

労働安全衛生総合研究所全体行事として、毎
年 1 回、研究内容の一般公開を行っている。
令和６年度は対面での公開イベントと同時に 
Web 上で研究成果等を公開し、本研究でもその
一環として令和 7 年 2 月に研究テーマ・目的・
調査内容等の発表資料を提供した。
２ ．健康調査以外の研究実施
①通常被ばく線量の把握

緊急作業期間中の放射線被ばく線量は厚労省
から提供を受けるが、緊急作業期間前後の通常
作業で受ける被ばく線量は本研究が取得する必
要がある。このうち、原子力発電事業場におけ
る被ばく線量については、全電力会社の加盟す
る放射線影響協会の原子力作業員の被ばく線量
を登録している放射線従事者中央登録センター
から提供を受ける。そのために研究参加者から
線量提供を受けることに対する放射線影響協会
理事長宛ての同意書を別途取得している。令和 

６年度は、同協会より、430 人のうち本人一
致と判断された 313 名の緊急作業線量ありと
通常作業線量ありの者、及び 109 人の緊急作
業線量のみありの者が抽出され、本年 2 月に
これら 422 名について登録されていた各線量
情報が提供された。
３ ．健康調査結果

今年度の健康調査結果については令和６年４
月から 10 月までに健康診断を受診した 266 名
を対象に報告する。このうち 6 名はベースラ
イン調査対象者に該当し、残りは第 1 回また
は第 2 回の追跡調査対象者に該当した。線量
データの使用に同意しなかった 3 名と女性 1 名
を除く 262 名、を今回の分析の対象者とした。
緊急作業時の被ばく線量の分布は、0–4mSv が 
136 名、5–9mSv が 39 名、10–19mSv が 38 名、
20–49mSvが40名、50mSv以上が9名であった。

表 1 に対象者の特性を示す。平均年齢は
63.2 歳であり、既婚率は 88.2% であった。教
育歴では、大学卒以上の割合が 48.4% を占め
ていた。緊急作業において原子炉制御業務に従
事した者の割合は 15.6%、緊急作業期間が 7
か月以上であった者の割合は 14.9%、避難生活
を経験した者の割合は 15.3% であった。緊急
作業期間中の被ばく線量が高いほど、原子炉制
御業務に従事した割合、緊急作業期間が 7 か
月以上であった割合、及び避難生活を経験した
割合が高かった。

表 2 には健診時に実施した質問紙調査に基
づく生活習慣を示す。睡眠時間が１日 6 時間
未満の割合は 19.5%、中等度以上の余暇運動を
週 150 分以上行う割合は 32.1%、喫煙者の割
合は 22.9%、飲酒者の割合は 81.3%、朝食を
欠食する割合は 15.4%、BMI が 27.5 以上の者
の割合は 19.1% であった。いずれも被ばく線
量による明らかな差は認めなかった。

図 1 に質問紙調査及び健診結果から得られ
た既往病歴の割合に関するデータを示す。既往
歴 の 割 合 は、 高 血 圧 61.4%、 脂 質 異 常 症 
67.6%、糖尿病 21.3%、心血管疾患 14.4%、甲
状腺疾患 5.3%、白内障 8.0%、がん 9.2% であっ
た。今年度新たに追加された項目である新型コ
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ロナウイルス感染症は 9.5% であった。
表 3 は受診者の末梢血検査結果、表 4 は肝

機能検査結果、表 5 は糖代謝、脂質代謝、血圧、
肥満などメタボリックシンドロームに関連する
項目、表 6 は腎機能パラメータ、表 7 は C 反
応性蛋白、前立腺特異抗原、慢性心不全リスク、
フェリチン、遊離サイロキシン、甲状腺刺激ホ
ルモンに関するデータを示している。
４ ．がん罹患の調査

昨年度までに、がん罹患情報の利用に同意が
得られている 7,537 人を全国がん登録と照合
し、2016 年から 2018 年の 3 年間の罹患 140
件余を同定した。しかしながら、がん登録との
照合に同意を得ているのは全対象者の半数にも
満たない。がんは放射線被ばくによる健康影響
として主要なエンドポイントであり、その罹患
を洩れなく、かつ正確に把握する必要がある。

この点について、研究第 2 期の第三者委員
会報告において、本研究の社会的重要性や非代
替性を踏まえて、本人の同意を得ずにがん登録
情報を利用する方策として以下の提言がなされ
た。

（第三者委員会報告書 P.16）
国がん登録については同意取得率が高くない

ことがネックになっているが、がん登録等の推
進に関する法律においては「国のがん対策の企
画立案又は実施に必要ながんに係る調査研究」
のための厚生労働大臣による全国がん登録情報
の提供を規定した 17 条においては同意を必須
条件とはしていないことに可能性があるかもし
れない。

もちろん同意免除の濫用は研究倫理上も避け
るべきであることは前提であるものの、社会的
重要性及び本研究が福島原発事故から学ぶ唯一
の機会であるという非代替性にも鑑み、厚生労
働省担当課と協議の上、本条による同意免除の
適用可能性については検討する価値がある。

この提言を踏まえて、今年度は、本研究が 
17 条に該当するかどうかを、また該当する場
合はその申請手続きについて調査することにし

た。「がん登録等の推進に関する法律」17 条の
該当か所を以下に示す。

（厚生労働大臣による利用等）
第十七条　厚生労働大臣は、国のがん対策の

企画立案又は実施に必要ながんに係る調査研究
のため、これに必要な限度で、全国がん登録デー
タベースを用いて、全国がん登録情報又は特定
匿名化情報を自ら利用し、又は次に掲げる者に
提供することができる。（中略）

一　国の他の行政機関及び独立行政法人（独
立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）
第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。
次号において同じ。）

二　国の行政機関若しくは独立行政法人から
国のがん対策の企画立案若しくは実施に必要な
がんに係る調査研究の委託を受けた者又は国の
行政機関若しくは独立行政法人と共同して当該
がんに係る調査研究を行う者

三　前号に掲げる者に準ずる者として厚生労
働省令で定める者

２　厚生労働大臣は、前項の規定による利用
又は提供を行おうとするときは、あらかじめ、
第十五条第二項に規定する審議会等の意見を聴
かなければならない。

本研究が上記の要件（①国のがん対策の企画
立案又は実施に必要ながんに係る調査研究であ
ること、②供与者が独立行政法人）を満たして
いると考えられたため、全国がん登録事務局に
問い合わせたところ、同法第 17 条第 1 項によ
る申出として認めるための手続きとして以下が
示された。

１．申出依頼者を法人格にすること。つまり、
提供依頼申出者を法人代表者として、前回の申
し出内容からの変更申出を行うこと。
２．上記変更申出の承諾にあたっては、審議会
での意見を聴取すること。
３．変更申出の際に、公的証明書として、所定
の様式にて、法人格として提出すること。
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当研究所では上記の 1 と 3 に対応できるこ
と及びその事務手続き（決裁）の流れを確認し
た。研究計画書は、調査対象者全員（ただし、
拒否した人は除く）について照合すると改訂し
た上で、倫理審査に諮った。

全国がん登録は 2016 年に創設され、それ以
降の罹患のみが登録されている。本研究での追
跡開始年（2012 年）以降、2015 年までのが
ん罹患情報は都道府県がん登録が保持する。こ
のため、都道府県がん登録に同意が得られた人
についてのデータ提供を申請することとした。
研究対象者は全国各地に在住しているため、今
年度はまず福島県と宮城県に申請書を提出し
た。
５ ．分子疫学調査（東電福島第一原発緊急作
業従事者の保存試料を用いたゲノム解析の
ための予備調査）

12 名の対象者を選定し、それぞれの対象者
について、第 1 期及び第 3 期の健診事業で保
存された血球試料（200µL）から DNA を抽出し、 
DNA 定量を行った結果を表 8 に示した。その
結果、第 1 期及び第 3 期健診事業で得られた
血球試料から、それぞれ平均 5.9 ± 2.0µg 及び
6.3 ± 4.0µg の DNA が得られた。一定量の血液
から得られる DNA 量は対象者の白血球数にあ
る程度依存すると考えられるため、第 1 期及
び第 3 期健診事業で得られた白血球数の測定
結果を用いて、細胞 1 個あたりの DNA 量を算
出した。その結果、第 1 期の血液から得られ
た DNA 量と、第 3 期の数か月以内に採取され
た血液から得られた DNA 量を比較したところ、 
1 細胞あたりの DNA 量は、第 1 期で 5.39 ± 
1.63pg/cell、第 3 期で 4.99 ± 2.21pg/cell であ
り、10 年前に保存された血液試料からも、数
か月以内に採取された血液試料と同等の DNA
が得られることが確認された（p=0.883、統計
的に有意ではない）。

さらに、第 1 期及び第 3 期で抽出した DNA
を用いて SNP アレイ解析を行い、それぞれの
同定率と、抽出 DNA 間での SNP 解析結果の一
致率を比較した（表 9）。その結果、第 1 期及び
第 3 期の保存試料由来 DNA における SNP 同定

率は、それぞれ 99.948 ± 0.010% 及び 99.952
± 0.010% であり（p=0.093）、ほぼすべての 
SNP が同定され、両者の SNP 解析結果の一致
率は 99.990 ± 0.001% であった。これにより、
保存から 10 年が経過した血液試料由来 DNA
から正確な SNP が同定でき、これらの試料が
安定的に保存されており、今後のゲノム・遺伝
子解析に十分使用可能であると結論された。

Ｄ．考察
令和 6 年は第 3 期 5 年研究の初年度であり、

準備期間を経て 9 月から健診を開始したため、
10 月末までの受診者は 266 名であった。受診
者の平均年齢は 60 歳を超え、高血圧、脂質異
常症、糖尿病の有病率が高く、今後はコホート
の維持と健康改善のための対応が求められる。

すでに研究参加している人が宛先不明となる 
場合が見られるのに対して、新たな研究参加者
の割合が少ない。今年度から 2 年に 1 回の受
診機会を設けたことにより、新規参加者や継続
参加者が増えることを期待しており、新しい取
り組みによる参加者の推移を注視したい。

がん罹患は同意が得られた人について全国が
ん登録との照合を進めてきたが、第三者委員会
の指摘を受け、未曽有の原発事故に対応した労
働者を対象とする本研究の公衆衛生上の重要性
を鑑み、「がん登録等の推進に関する法律」17
条を根拠に、個別同意なしに全国がん登録デー
タを利用するための手続きの確認と文書作成を
進めた。

全国がん登録が創設される前の、2015 年以
前の罹患は都道府県の地域がん登録に申請する
ため、上記 17 条が統一して適用できない。こ
のため、がん登録による予後追跡に同意した人
のみを対象に照合を進める方針とし、今年度は
福島県と宮城県に申請書を提出した。次年度以
降、緊急作業従事者が比較的多い自治体から申
請を進める予定である。

本研究では、10 年間保存された血液試料由
来 DNA の解析可能性を検討した。その結果、 
DNA 量に大きな変化はなく、SNP 同定率及び
一致率も高い値を示したことから、少なくとも
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10 年間の保存された血液試料由来 DNA を用い
たゲノム・遺伝子解析に与える影響は極めて小
さいと考えられる。これにより、保存試料が今
後のゲノム・遺伝子解析に十分利用可能である
ことが確認された。

Ｅ．結論
研究第 3 期の初年度として、疫学研究の実

施体制や情報基盤の見直しと整備を進めた。健
診受診機会は原則 2 年に 1 回とし、また血液・
尿の検体保存は地域を限定して実施することと
した。
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診受診機会は原則 2 年に 1 回とし、また血液・
尿の検体保存は地域を限定して実施することと
した。

がん罹患を洩れなくかつ正確に把握するた
め、全国がん登録情報を本人の同意を得ずに利
用する法的及び手続き上の要件を確認し、利用
申請に向けた準備を進めた。

Ｆ．健康危険情報
本年度の研究では、対象者の健康危険と考え

られる情報を観察することはなかった。

Ｇ．研究発表
学会発表
１）	胡歓、大久保利晃．福島原発緊急作業者の

疫学調査 :	現時点までの結果、第 97 回日
本産業衛生学会、令和 6 年５月 22―25、
広島

２）	胡歓、大久保利晃．Low-dose	radiation	
exposure	and	the	risk	of	hypertension:	a	
re t rospec t i ve 	 cohor t 	 s tudy、16th	
International	Congress	of	the	International	
Radiation	Protection	Association、令和 6
年 7 月 7－12、オーランド / アメリカ合
衆国

Ｈ．知的所有権の取得状況
１．特許取得

　なし
２．実用新案登録

　なし
３．その他

　なし
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標準化死亡比
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図 2.　2012 年から 2021 年における期間別の全死因及び主要死因の標準化死亡比
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Ⅱ．分担研究報告（各分科会報告）





労災疾病臨床研究事業費補助金
臨床調査分科会　分担研究報告書

研究要旨
本研究の目的は、東電福島第一原子力発電所事故に対応した緊急作業従事者の甲

状腺がんおよび良性甲状腺疾患について、長期に観察するための仕組みを構築し、
放射線被ばくとの関連、ならびに疾患発生に影響する要因を検討することである。

本年度は、第３期の甲状腺検診の実施体制と課題を整理し、第２期までの検診結
果の概要と検討課題を把握するため、①第３期甲状腺検診の実施体制の把握と超音
波検査の精度管理、②診療情報を取得する仕組みの構築、③第１・２期の検診結果
の集計を行った。

第３期の甲状腺検診では、288 の健診機関のうち、甲状腺超音波検査は 32 機関
（11.1％）、甲状腺血液検査は 265 機関（92.0％）で実施され、第２期までと比較
して甲状腺検診の規模は縮小した。血液検査では、項目ごとに４～ 7 種類の検査試
薬が使用されるが、約半数の健診機関では使用試薬が不明であり、現状のままでは、
標準化されている TSH 以外の項目の研究利用は困難である。超音波検査の精度管
理については第２期同様継続しており、本年度は検査従事者講習会を２回実施、１
年間（2023 年 11 月～ 2024 年 10 月）に 548 件の画像の中央判定を行い、52 件
の二次検査結果を収集した。また第２期の課題である二次検査結果の低取得率と甲
状腺がん既往者の診療情報不足への対策として、計画書を作成し、医療機関からの
診療情報収集体制を整備した。第１および２期（2016 年１月～ 2024 年３月）の
超音波検診の集計では、5.1mm 以上の結節または 20.1mm 以上ののう胞を認めた
要二次検査（B 判定）者は、ベースライン調査で 3,449 人中 535 人（15.5％）、縦

研究分担者　今泉　美彩	 放射線影響研究所　長崎臨床研究部　副部長
　　　　　　大石　和佳　放射線影響研究所　広島臨床研究部　部長
　　　　　　喜多村紘子　産業医科大学　産業医実務研修センター　准教授
　　　　　　谷口　信行　自治医科大学　医学部　客員教授
　　　　　　宮川めぐみ　医療法人誠医会　宮川病院内科　部長
　　　　　　百瀬　琢麿　日本原子力研究開発機構　福島廃炉安全工学研究所　	
	 所長特別補佐
　　　　　　吉永　信治　広島大学　原爆放射線医科学研究所
	 放射線影響評価研究部門　計量生物研究分野　教授
研究協力者　査　　　凌　大阪大学大学院医学系研究科　環境医学　特任助教
　　　　　　原口　　愛　長崎大学病院　第一内科　助教
　　　　　　飛田あゆみ　放射線影響研究所　長崎臨床研究部　部長
　　　　　　廣田　誠子　広島大学　原爆放射線医科学研究所
	 放射線影響評価研究部門　計量生物研究分野　助教
　　　　　　山本さやか	 自治医科大学　臨床検査医学　助教
　　　　　　Nafiseh Beygom Mirkatouli　広島大学　医系科学研究科　大学院生
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Ａ．研究目的
小児期の放射線被ばくは甲状腺がんや結節の

リスクを上昇させるが、被ばく時の年齢が上が
るにつれてリスクは低下する。また甲状腺機能
異常や自己免疫性甲状腺疾患への影響について
は一定の結論は得られていない。本研究の目的
は、東電福島第一原子力発電所事故に対応した
緊急作業従事者の甲状腺がんおよび良性甲状腺
疾患について、長期的に観察するための仕組み
を構築し、放射線被ばくとの関連、ならびに疾
患発生に影響する要因を検討することである。
本研究は、中～低線量被ばくの甲状腺への影響
に関する貴重な知見を提供することが期待され
る。

第１期では甲状腺検診体制を確立し、第２期
では利用可能なデータをすべて検討し、解析を
実施することにより、重要なデータの欠落がな
いかを確認して長期観察の体制確立を目指し
た。その結果、二次検査情報の取得率が約
40％と低いこと、甲状腺がん既往者や超音波
検診の詳細把握が不足していることが課題とし
て明らかとなった。このため第３期の具体的目
的は、１）精度管理体制を維持して甲状腺検診
を継続するとともに、二次検査情報の取得率を
向上させる仕組みを構築すること、２）がん登
録情報や医療機関から診療情報を取得して甲状
腺がん症例を把握する仕組みを構築すること、
３）第２期までの甲状腺がんやその他の甲状腺
疾患について、甲状腺被ばく線量の再評価を踏
まえ、バイアスや交絡因子等を考慮して検討す
ることの３点とし、実施計画を作成した（図１）。
この計画に沿って本年度は、①第３期検診の実
施体制把握と甲状腺検診精度管理の継続、②甲
状腺二次検査情報と甲状腺がん症例の診療情報

を取得する仕組みの構築、③第１および２期
（2016 年１月～ 2024 年３月）の甲状腺検診
結果の集計を行う。

Ｂ．研究方法
甲状腺疾患研究全体の方法は、「研究プロト

コール第２版　緊急作業従事者の甲状腺疾患研
究」（総合研究報告書（第二期）P108 ～ 115
に掲載）に記述している。以下①～③に、令和
６年度の研究方法について述べる。なお令和６
年度は、分科会会議（令和６年５月 27 日、令
和７年２月４日）、本部との合同会議（令和６
年６月 17 日および７月２日）、線量評価分科
会との合同会議（令和６年８月27日）を開催し、
協議を重ねながら研究を進めた。
①�第３期検診の実施体制把握と甲状腺検診精度
管理の継続
第３期の一次検査（甲状腺超音波検査）の精

度管理と二次検査結果の収集は、第２期までと
同様に実施する。以下簡単に述べると、一次検
査の対象者は、甲状腺超音波検査の実施可能な

断調査で 3,269 人中 584 人（17.9％）、このうち二次検査結果を受領したのはベー
スライン調査で 211 人（39.4％）、縦断調査で 266 人（45.5％）であり、昨年度
までと同様、二次検査結果取得率は約４割に留まった。がんまたはがん疑いはベー
スライン調査で７人、縦断調査４人であった。今後さらに、医療機関からの診療情
報収集を進めて甲状腺がん症例やその詳細を把握し、甲状腺線量を考慮した解析に
つなげていく。
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健診機関を受診し、検査を希望した者全員とす
る。自治医科大学に甲状腺検診精度管理委員会
を設置し、超音波検査の手引きを作成するとと
もに、定期的に検査者向けの講習会を開催する。
一定以上の技量を有する検査者を認定し、認定
検査者が統一された方法で検査を実施する。ま
た、超音波検査の画像は精度管理委員会で中央
判定を行い、その報告書を受診者に送付する。
中央判定では、A1（異常なし）、A2（5.0mm
以下の結節または 20.0mm 以下ののう胞）、B

（5.1mm 以上の結節または 20.1mm 以上のの
う胞）、C（直ちに二次検査を要するもの）の
４つのカテゴリーに分類する。また健診機関の
画像データの質の向上や判定の信頼度を高める
ため、写真の記録および計測の精度についても
評価する。さらに B および C 判定は要二次検
査として、本人に紹介状を送付して甲状腺二次
検査協力機関に紹介する。二次検査結果は精度
管理委員会に送付され安衛研サーバーに保存の
後、甲状腺専門医が最終診断を行う。

甲状腺関連血液検査は、検査実施可能な健診
機関を受診して検査を希望した全員を対象と
し、遊離サイロキシン（FT4）と甲状腺刺激ホ
ルモン（TSH）を測定する。またベースライン
調査（１回目健診）受診者には、抗サイログロ
ブリン抗体（TgAb）と抗甲状腺ペルオキシダー
ゼ抗体（TPOAb）も測定する。

なお第３期は本部による健診実施体制の大幅
な変更により、これまでほぼ全員に本部で一括
して行われていた血液検査が、第３期からは各
健診機関毎に実施されることとなった。そのた
め甲状腺血液検査が可能な健診機関が限られる
上、健診機関ごとに検査試薬や基準値等に違い
が生じる。また超音波検査実施可能な健診機関
にも変更が生じている。そこで第３期の甲状腺
検診の実施体制把握のため、各健診機関の検査
実施状況や検査試薬について集計を行う。さら
に第３期に実施された甲状腺検診結果について
集計する。
②�甲状腺二次検査情報と甲状腺がん症例の診療
情報を取得する仕組みの構築
甲状腺二次検査情報の取得率が約 40% と低

く、また質問票で把握した甲状腺がん既往者の
診療情報も取得できていない。そこで対象者に
手紙を出して同意を得て、医療機関に診療情報
の提供を依頼する仕組みを構築することとす
る。来年度からの実施を目指し、本年度は放影
研、自治医大、本部と協議して計画書や同意書
を作成し、倫理審査を受ける。
③第１および２期の甲状腺検診結果の集計

2024 年３月に第２期が終了したため、第１
および２期の甲状腺検診結果についてまとめ
る。集計対象者は、2016 年１月から 2024 年
３月に本疫学研究の多項目健診を受診し、健診
結果を研究に使用することの同意が得られ、甲
状腺一次検査（超音波検査）の中央判定が実施
された受診者とする。甲状腺一次検査（超音波
検査）および二次検査（医療機関情報）につい
て集計する。

（倫理面への配慮）
健診では対象者が同意した検査項目のみが実

施されており、同意説明文には、甲状腺検診の
利益、不利益の説明も含まれている。甲状腺二
次検査結果の医療機関からの提供についても同
意を受け、拒否機会も保障している。また、健
診結果を研究に使用することの同意が得られた
人のみを集計・解析対象とし、使用する情報は、
安衛研から提供された仮名加工情報である。

Ｃ．研究結果
①�第３期検診の実施体制把握と甲状腺検診精度
管理の継続

【第 3 期甲状腺検診の実施体制把握】
第 3 期は健診実施体制が変更になり、健診

機関（研究協力機関）数が令和５年度の約 60
機関から 47 都道府県 288 機関へと大幅に増
加した。都道府県別の甲状腺超音波検査（一次
検査）実施機関と二次検査協力機関の分布を図
２に示す。甲状腺超音波検査実施機関は、令和
５年度の 21 都道府県約 36 機関（約 60%）か
ら 18 都道府県 32 機関（11.1%）となり、数
は微減、割合は低下した。一方、二次検査協力
機関は、令和５度の 37 都道府県 130 機関か
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ら 43 都道府県 140 機関に増加した。一次検
査と二次検査が両方可能な都道府県は主に東日
本に分布していた。甲状腺血液検査については、
第２期までは本部による一括測定のため全健診
機関で実施されていたが、第３期からは各健診
機関での測定に変更となり、TSH は 46 都道府
県 265 機関（92.0％）、FT4 は 46 都道府県
263 機関（91.3％）、TgAb は 40 都道府県 174
機関（60.4％）、TPOAb は 40 都道府県 172 機
関（59.7％）で測定される。健診機関別の測
定試薬を試薬製造会社別に見てみると、FT4、
TSH は 7 種類、TgAb、TPOAb は４種類の異な
る試薬が使用されているが、健診機関の半数近
くは調査への回答がないか試薬情報の記載がな
く、使用試薬が不明であった（図３）。なお
TSH は試薬のハーモナイゼーション対応がさ
れており健診機関間で測定値の差はないが、
FT4、TgAb、TPOAb は試薬によって測定値に
違いが生じることに注意が必要である。

【第 3 期甲状腺検診結果】
2024 年度（10 月末締め）健診における甲

状腺超音波検査受検者は 102 人（ベースライ
ン調査受診者は 3 人、縦断調査１回目 14 人、
2 回目受診者 85 人）であった。中央判定では、
A1 判定 27 人（26.5%）、A2 判定 55 人（53.9%）、
B 判定 20 人（19.6％）、C 判定 0 人（0%）であっ
た。要二次検査 B 判定のうち 6 人の二次検査
結果を受領した。細胞診は 1 人で実施されて

おり、良性であった。FT4 は 279 人、TSH は
275 人、TgAb は 6 人、TPOAb は 7 人で測定
された。

【甲状腺検診の精度管理】
精度管理委員会においては、引き続き一次検

査（甲状腺超音波検査）の精度管理を実施して
おり、本年度の活動は次の通りである。甲状腺
超音波検査従事者に対して講習会を２回実施し
た。１回目は令和６年 12 月 21 日、実践向け
講習会（疾患・症例研修のため B、検査結果の
報告方法習得のため C）で、リアルタイムオン
ラインで 14 名参加、２回目は令和７年１月
25 日、初心者向け講習会（基礎 A、オンデマ
ンド講習と対面ハンズオン）で、富士フイルム
本社にて８名参加、受講者には受講証明証を発
行した。令和６年 10 月末時点で、超音波検査
の実施可能な 32 健診機関のうち、認定機関は
31 機関、認定検査者数は 60 人となっている。
2023 年 11 月～ 2024 年 10 月の１年間で、
超音波画像 548 件の中央判定を実施した。「甲
状腺超音波検査の手引き（第１～３章）」につ
いては、分科会名や癌取り扱い規約の改定など
に伴う軽微な改訂を行い（2024 年４月改訂
版）、健診機関に配布した。二次検査協力機関
については、これまで登録機関がなかった都道
府県の医療機関に依頼した結果、新たに 21 機
関が登録され、43 都道府県 140 機関となった。
二次検査結果は、2023 年 11 月～ 2024 年 10
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月の１年間で52件受領してシステムへ入力後、
甲状腺専門医が最終診断を行った。
②�甲状腺二次検査情報と甲状腺がん症例の診療
情報を取得する仕組みの構築
医療機関から甲状腺の診療情報提供を受ける

ことについては、健診時に書面による大まかな
同意を取得している。この同意を受けた人のう
ち、甲状腺一次検査で要二次検査となったが二
次検査結果未受領の人、および質問票で甲状腺
がんの既往がある人を対象に、手紙を送付して
受診医療機関名等の情報を収集し、さらに診療
情報提供への同意をあらためて取得することと
し、別紙（1）の通り研究計画書、および対象
者への説明文と質問・同意書を作成した。この
計画書は、2024 年 10 月 29 日に放射線影響
研究所の倫理審査を含む所内審査で承認され
た。今後さらに必要な手続きを踏み、令和７年
度の診療情報取得の開始を目指す。
③�第 1および 2期の甲状腺検診結果の集計

集計対象者は、甲状腺一次検査（超音波検査）
の中央判定が実施された受診者で、ベースライ
ン調査受診者 3,449 人、縦断調査受診者 3,269
人、合計 4,919 人（のべ 6,718 人）、うち両方
受診者は 1,779 人であった。集計表を別紙（2）
の別表 1～ 11にまとめた。なお甲状腺超音波
検査のプロトコールと 2023 年 10 月までの
ベースライン調査の集計結果については、
2023 年に韓国ソウルで開催された第 17 回
WHO REMPAN ミーティングのプロシーディン
グとして論文にまとめ、国際ジャーナルに投稿
した（審査中）。

【一次検査（超音波検査）結果（別表 1～ 5）】
ベースライン調査で受検した 3,449 人の多

くは 2017 ～ 2019 年に受検しており、受診時
年齢 30 ～ 60 歳台が 94.6％を占め、実効線量
別では 50mSv 未満が 89.1％、50mSv 以上は
7.8％であった（別表１）。縦断調査で受検した
3,269 人の検査は 2020 年から始まっており、
受診時年齢 40 ～ 70 歳台が 94.6％を占め、実
効線量別では 50mSv 未満が 91.1％、50mSv
以上は 6.3％であった（別表１）。

ベースライン調査における超音波検査の中央
判定は、A1 判定 1,561 人（45.3%）、A2 判定、
1,351 人（39.2%）、B 判定 535 人（15.5％）、
C 判定 0 人（0%）、判断不可（画像の質が不十
分）２人（0.1%）であった（別表 2-a）。縦断
調査では、A1 判定 1,361 人（41.6%）、A2 判
定 1,323 人（40.5%）、B 判定 584 人（17.9％）、
C 判定 0 人（0%）、判断不可１人（0.0%）であ
り、B 判定の割合がベースライン調査と比べて
やや高かった（別表 2-a）。受診時年齢階級別
にベースライン調査を見ると、A2 判定は 40 歳
未満では 37.5％、40 歳以上で 32 ～ 43.1％、
B 判定は 40 歳未満では 1.1 ～ 6.2％、40 歳以
上で 12.1 ～ 33％で年齢が高い方が、B 判定の
割合が大きい傾向があった（別表 2-b）。実効
線量別にベースライン調査を見ると、A2 判定
は 50mSv 未満で 37.7 ～ 40％、50mSv 以上で
32.3 ～ 42.3%、B判定は 50mSv 未満で 14.1 ～
16.8％、50mSv 以上で 0 ～ 19.4% で明らかな
違いはなかった（別表 2-c）。縦断調査も同様
の傾向であった。

超音波検査の具体的な所見を見ると、ベース
ライン調査では、のう胞が 46.3%、のう胞内結
節が 7.9％、結節が 21.5％に認められ、縦断調
査では、のう胞が 50.6％、のう胞内結節が
8.0％、結節が 24.0％に認められた。別表 3～
5に超音波検査所見の最大径別有所見者数と割
合を示す。受診時年齢別、実効線量別に見ると、
判定結果と同様の傾向であり、年齢が高い方が
有所見の割合が大きいが、実効線量別では明ら
かな違いはなかった。

【二次検査（精密検査）結果（別表 6～ 11）】
B または C 判定を要二次検査者とし、本人に

医療機関への紹介状を送付した。ベースライン
調査で B 判定の 535 人中（C 判定は 0 人）、
2024 年 10 月末までに医療機関から 211 人

（39.4%）の二次検査結果を受領した（別表６）。
このうち超音波検査は 100％に実施されてお
り（別表７）、結節は 81.5％、のう胞は 52.6％
に認められた（別表８）。細胞診検査は 75 人、
35.5％に実施され、悪性ないし悪性の疑い６
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人、良性ないし良性の疑い 57 人、結果不明ま
たは判定不能12人であった（別表９）。甲状腺
がんまたはがん疑いは、細胞診検査が実施され
ず手術で診断された１例を加えた７人であり、
二次検査結果を受領した 211 人の 3.3％（別表
10）、超音波検査の中央判定をした全 3,449 人
の 0.2％であった（別表 11）。実効線量階級別
の割合に明らかな傾向はなかった（別表 10、
11）。甲状腺がんまたはがん疑い７人のうち、
手術で確定したdefinite 例は５人、細胞診のみで
診断した probable 例は２人であった。definite
例５人の組織型はいずれも乳頭癌であった。

縦断調査で B 判定の 584 人中（C 判定は０
人）、2024 年 10 月末までに医療機関から 266
人（45.5%）の二次検査結果を受領した（別表
６）。超音波検査は98.9％に実施されており（別
表７）、結節は 81.6％、のう胞は 51.5％に認
められた（別表８）。細胞診検査は 52 人、
19.5％に実施され、悪性ないし悪性の疑い４
人、良性ないし良性の疑い 35 人、結果不明ま
たは判定不能 13 人であった（別表９）。甲状
腺がんまたはがん疑いは４人であり、二次検査
結果を受領した 266 人のうち 1.5％（別表
10）、中央判定した 3,269 人のうち 0.1％で（別
表11）、実効線量は４人とも10mSv以下であっ
た（別表 10、11）。甲状腺がんまたはがん疑
いのうち、手術で確定した definite 例は２人、
細胞診のみで診断した probable 例は２人であ
り、definite 例２人の組織型はいずれも乳頭癌
であった。

Ｄ．考察
第３期の甲状腺検診の実施体制について、第

２期に比べて甲状腺超音波検査の実施機関数は
微減に留まったものの、全健診機関数が大幅に
増加したことから、その割合は 60％から 11％
と大幅に減少し、超音波検査と二次検査の両方
が可能な都道府県は、東日本に偏っていること
がわかった。一方、血液検査については９割を
超える機関で実施可能であるものの、使用試薬
に４～７種類のバリエーションがあり、約半数
の健診機関では使用試薬が不明であった。「原

子力施設等における緊急作業従事者等の健康の
保持増進のための指針」（厚生労働省、平成 27
年 8 月 31 日）では、指定緊急作業等に従事し
た間に受けた実効線量が 100mSv を超える者
については、甲状腺検査として３年から５年に
１回の頚部超音波検査を実施、また医師が必要
と認めた場合に TSH、FT3、FT4 の測定を実施
する、と述べられている。当初の分科会の計画
では、甲状腺超音波検査の対象者は甲状腺等価
線量 100mSv 以上全員と、対照として福島、
東京など地域を限定した健診受診者を予定して
いたが、甲状腺線量が利用できず未だ実現でき
ていない。しかし超音波検査実施機関の割合が
大幅に減少していることを鑑みると、今後は甲
状腺線量が高い人が受診する健診機関で重点的
に実施する等、超音波検査の方向性をシフトし
ていく必要があるかもしれない。今後の受検率
等を注視していく。一方、甲状腺血液検査のう
ち TSH は 92％の機関で実施可能であり試薬の
標準化もされているので、今後も研究利用が期
待できる。その他の測定試薬は標準化されてお
らず、測定値の検討には試薬の違いを考慮する
必要があるが、約半数の健診機関で使用試薬が
不明である現状のままでは、研究利用は難しい。
まずは第２期までの全例検査の結果を解析した
上で、３期以降のデータの活用について検討し
たい。

第３期では、第１および２期（2016年１月～
2024 年３月）の甲状腺検診結果の詳細をまと
め、解析する計画である。まず本年度は、第２
期の課題である二次検査結果の低取得率と甲状
腺がん既往者の診療情報不足に対応するため、
計画書を作成し、医療機関に診療情報提供を依
頼する仕組みの構築を進めた。さらに一次検査
の結果を中心に、収集データの集計を行った。
令和５年度に実施した 2023 年 10 月締め集計
分からベースライン調査受検者は 51 人、縦断
調査受検者は 391 人の増加で、全体的な結果
の傾向は令和５年度報告書と同様であり、がん
またはがん疑いは縦断調査で１人増であった。
実効線量別の集計も行ったが、甲状腺線量は主
として放射性ヨウ素の内部被ばくによるところ
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が大きく、実効線量との乖離がある可能性があ
る。放射線被ばくの影響を検討するためには甲
状腺線量を用いた解析が不可欠である。

一般に甲状腺がんは潜在がんが多く進行が緩
徐であることから、超音波検査をすればがん発
見率が上がる。したがって緊急作業従事者のよ
うに、超音波検査を受けている人が一定数いる
集団について、一般集団との単純な外部比較は
難しい。対象者内で放射線被ばく線量との関連
を検討する際、本研究の甲状腺検診受診者にお
ける解析の強みは、被ばく線量に関わらず全員
が統一された精度管理下で超音波検査を受け、
同じ二次検査紹介基準を用いて診断が行われて
いる点である。今後、二次検査情報の取得率が
上がり、甲状腺線量が利用可能になれば、本研
究の検診発見がんと線量との関連の検討が可能
になることが期待される。さらに原爆被爆者や
チェルノブイリ事故後の検討から、若年被ばく
者においては 1cm 以上の結節やのう胞と被ば
く線量との関連が示唆されており、超音波検査
で同定された結節やのう胞が、放射線被ばくの
surrogate marker となり得る可能性がある。一
方限界は、潜在がんが含まれてしまう可能性が
あることであり、診療情報が入手できれば進行
度を考慮した感度分析も検討される。また検診
時期が 2016 年１月から 2024 年３月の８年間
に渡っているため、緊急作業からの経過期間に
ついても慎重に考慮する必要がある。

第２期の集計では、甲状腺がんについて、超
音波検査未受検者を含む全健診受診者を対象と
し、質問票による自己申告例を含めた震災後の
がんの累積罹患についても検討していた（令和
５年度報告書 P75 参照）。前述の甲状腺検診受
検者のみを対象とするよりも対象者数および症
例数が多いことが強みではあるものの、多くの
症例が自己申告のがん既往者であり、診療情報
の取得が不可欠であった。また注意すべきは、
実効線量が高い群で本研究の超音波検査受検率
が高かったこと、さらに質問票を含めた検討で
も、50mSv 以上の被ばくを受けた人のほとん
どに震災後の超音波検査受検歴があったことで
ある。したがって限界として、被ばく線量が高

い人ほど超音波検査を受ける機会が増え、がん
診断の機会も増加するという情報バイアス

（サーベイランスバイアス）の存在が考えられ
る。この原因は、被ばく線量が高い人ほど甲状
腺がんに対する懸念が大きく受検希望が多い可
能性や、前述の厚生労働省の指針（100mSv 以
上が対象）や東電の職員健診（50mSv 以上が
対象）により、線量が高い人ほど超音波検査を
受ける機会が多いことが考えられる。今後、診
療情報の収集によりがん発見の契機や進展度が
明らかになれば、サーベイランスの影響が少な
いと思われる臨床がんの解析などについても検
討していく。

Ｅ．結論
第３期における甲状腺検診の実施体制および

課題を整理した。第３期では甲状腺超音波検査
および血液検査の実施機関の割合が減少し、第
２期までと比較して甲状腺検診の規模が縮小し
た。また健診機関で使用されている血液検査試
薬については、約半数の健診機関で使用試薬が
不明であり、現状のままでは標準化されている
TSH 以外の項目の研究利用が困難である状況
が明らかとなった。今後は、検査実施率の推移
を注視するとともに、健診機関からの検査試薬
情報取得について検討し、さらに今後の検診や
検査結果の利用可能性を検討する必要がある。

第１期および第２期（2016 年１月～ 2024
年３月）における甲状腺検診結果の集計では、
超音波検査の要二次検査者はベースライン調査
で 15.5%、縦断調査で 17.9% であり、昨年度
の集計とほぼ同様であった。その後二次検査を
受診し、結果が取得できた割合も、昨年度同様
約４割に留まっていた。この課題に対し、医療
機関から診療情報を取得する計画を立案し、準
備を進めた。今後さらに診療情報収集を進めて
甲状腺がんの症例とその詳細について把握し、
甲状腺線量を考慮した解析につなげていく。

Ｆ．健康危険情報
　なし
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Ｇ．研究発表
１．論文発表

　なし
２．学会発表

　なし

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況
１．特許取得

　なし
２．実用新案登録

　なし
３．その他

　なし
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労災疾病臨床研究事業費補助金
臨床調査分科会　分担研究報告書

研究要旨
原爆被爆者の長期追跡コホート調査から、循環器疾患、白内障、甲状腺疾患、副甲

状腺機能亢進症、B 型肝炎などの非がん疾患と放射線被ばくとの関連が報告されて
いる。本疫学研究においても将来的に、個人の被ばく線量と生活習慣病等の非がん
疾患の有病率や罹患率との関連を検討することを想定しており、そのためには追跡
対象とする非がん疾患の有病者を正確に同定するプロセスを確立する必要がある。

今回は、糖尿病有病者を同定するアルゴリズムとして、①自己申告情報のみを使
用したアルゴリズム、②血液データも用いたアルゴリズム（血液データの判定は糖
尿病診療ガイドライン 2024 に則った）を作成し、2016 年１月～ 2024 年 10 月ま
でのベースライン調査受診者において、Ⅰ：糖尿病の有病者をより正確に同定する
こと、Ⅱ：自己申告情報のみを使用したアルゴリズム、血液データも用いたアルゴ
リズムのそれぞれで同定された糖尿病を比較することを目的として研究を行った。

集計対象者は 6,426 名であった。①自己申告情報のみを使用したアルゴリズムで
は、合計 579 名（9.0%）が糖尿病として抽出された。②血液データも用いたアル
ゴリズムでは、444 名（6.9%）が糖尿病、250 名（3.9%）が糖尿病疑いとして抽
出され、両者を合わせると 694 名（10.8%）であった。自己申告による既往・現病
歴および定期的に服用している薬の情報に、血液データ、内服薬詳細情報を組み合
わせることが、より正確な糖尿病の同定において重要であることが示された。ただ
し、②血液データも用いたアルゴリズムでは、最終食事から採血までの経過時間が
不明な 547 名（8.5%）は集計から除外された。このことから、健診機関における
最終食事時刻および採血時刻の記録が重要であることが明らかとなった。

今後も非がん疾患を対象とした生涯追跡調査を行っていく上で、質の高い正確な
情報を継続的に収集することが不可欠である。すなわち、（１）最終食事時刻を必
ず聴取し、採血時刻を漏れなく記録すること、（２）内服薬詳細情報は丁寧に情報
収集すること（お薬手帳の持参を強く勧める）、（３）受診者の勘違いや誤解、書き
漏れ等を防ぐため、可能な限り医療専門職が記入内容を確認すること、について健
診機関に協力を求めるとともに、健診機関を支援する体制の構築が必要である。

研究分担者　喜多村紘子　産業医科大学　産業医実務研修センター　准教授
　　　　　　大石　和佳　放射線影響研究所　広島臨床研究部　部長
　　　　　　今泉　美彩　放射線影響研究所　長崎臨床研究部　副部長
研究協力者　飛田あゆみ　放射線影響研究所　長崎臨床研究部　部長
　　　　　　山田美智子　放射線影響研究所　広島臨床研究部　主任研究員

放射線業務従事者の非がん疾患に関する研究

Ａ．研究目的
放影研の長期追跡コホート調査から、循環器

疾患、白内障、甲状腺疾患、副甲状腺機能亢進
症、B 型肝炎などの非がん疾患と放射線被ばく

との関連が報告されている 1, 2）。本疫学研究に
おいても将来的に、個人の被ばく線量と生活習
慣病等の非がん疾患の有病率や罹患率との関連
を検討することを想定しており、そのためには
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追跡対象とする非がん疾患の有病者を正確に同
定するプロセスを確立する必要がある。

今回は、糖尿病を同定するアルゴリズムと
して、①自己申告情報のみを使用したアルゴ
リズム、②血液データも用いたアルゴリズム

（血液データの判定は糖尿病診療ガイドライン
2024３）に則った）を作成し、2016 年 1 月～
2024 年 10 月までのベースライン調査受診者
において、
Ⅰ：糖尿病をより正確に同定すること
Ⅱ：�自己申告情報のみを使用したアルゴリズム、

血液データも用いたアルゴリズムのそれぞ
れで同定された糖尿病を比較すること

を目的とした。
※ベースライン調査は、本疫学研究において対
象者が初めに受けた健診（第 2 期に実施した
基本健診を除く）を言う。

Ｂ．研究方法
（１）分析対象者

分析対象者は、2016 年 1 月から 2024 年
10 月に、本疫学研究のベースライン調査を受
診した 6,449 名のうち、血液検査および自記
式質問票の両方を実施し、かつ健診結果を研究
に使用することの同意が得られた者とした。

（２）糖尿病を同定するアルゴリズムの作成
ベースライン調査で収集される情報のうち次

の項目を抽出し、①自己申告情報のみを使用し
たアルゴリズム、②血液データも用いたアルゴ
リズム、の操作を設定した。
●最終食事から採血までの経過時間
●血糖値
● HbA1c
●自記式質問票情報

・�既往歴・現病歴のうち糖尿病（以下、「糖
尿病の既往・現病歴」と言う。）の有無

・�定期的に飲んでいる薬のうち糖尿病の薬
（以下、「糖尿病の薬 _ 自己申告」と言う。）
の有無

・�内服薬詳細情報のうち血糖降下薬もしくは
インスリン製剤（以下、「糖尿病の薬 _ 処

方薬」と言う。）の有無
既往歴・現病歴は自己申告で、全ての既往歴・

現病歴に係る回答より糖尿病を抽出した。内服
薬詳細情報は、健診受診者自身が処方されてい
る薬剤やお薬手帳を見ながら記入、もしくは健
診会場へ持参されたお薬手帳の内容を健診機関
のリサーチコーディネーター（RC）等が書き
写したものである。全ての内服薬詳細情報の回
答から血糖降下薬およびインスリン製剤を抽出
した。

既往歴・現病歴、糖尿病の薬 _ 自己申告、糖
尿病の薬 _ 処方薬に関して、互いの整合性は自
記式質問票のため確認されていない。

（３）同定された糖尿病の検討
（２）で作成した①自己申告情報のみを使用

したアルゴリズム、②血液データも用いたアル
ゴリズムのそれぞれによって同定された糖尿病
を比較した。

Ｃ．研究結果
（１）分析対象者

分析対象 6,449 名には、健診結果を研究に
使用する同意が得られなかった者、血液検査を
実施しなかった者、血糖値もしくは HbA1c が
欠損していた者、質問票の回答が得られなかっ
た者、合計 23 名が含まれ、集計対象者は 6,426
名であった。

（２）糖尿病を同定するアルゴリズムの作成
①自己申告情報のみを使用したアルゴリズ

ム、②血液データも用いたアルゴリズム、を作
成した。添付資料に、それぞれのアルゴリズム
を示した。②血液データも用いたアルゴリズム
では、株式会社南江堂の「今日の治療薬 WEB」
を使用して、糖尿病診療ガイドライン 2024 の
5 章：血糖降下薬による治療（インスリンを除
く）および 6 章：インスリンによる治療で示
される以下の治療薬の一般名・販売名を得て、
内服薬詳細情報と突合し、糖尿病の薬 _ 処方薬
を確認した。
●血糖降下薬
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・α-グルコシダーゼ阻害薬
・SGLT2 阻害薬
・チアゾリジン薬
・ビグアナイド薬
・イメグリミン
・DPP-4 阻害薬
・GLP-1 受容体作動薬
・GIP/GLP-1 受容体作動薬
・スルホニル尿素（SU）薬
・速効型インスリン分泌促進薬（グリニド薬）

●インスリン製剤

（３）糖尿病の抽出
①自己申告情報のみを使用したアルゴリズム

このアルゴリズムでは、合計 579 名（9.0%）
が糖尿病として抽出された。以下に抽出の操作
を示した。

［Step 1］糖尿病の既往・現病歴
・有：糖尿病【566名】
・無→［Step 2］に進む【5,860 名】

［Step 2］糖尿病の薬 _ 自己申告
・有：糖尿病【13名】
・無：糖尿病なし【5,847 名】

②血液データも用いたアルゴリズム
このアルゴリズムでは、444 名（6.9%）が
糖尿病、250 名（3.9%）が糖尿病疑いとして
抽出された。糖尿病と糖尿病疑いの合計は
694 名（10.8%）であった。以下に抽出の操作
を示した。

［Step 1］最終食事から採血までの経過時間
・不明：集計から除外【547 名】
・経過時間計算可能→集計に進む【5,879 名】

［Step 2］最終食事から採血までの経過時間
・10 時間以上→［Step 3］に進む【5,103 名】
・10 時間未満→［Step 9］に進む【776 名】

［Step 3］血糖値
・126mg/dL 以上→［Step 4］に進む【341 名】
・�126mg/dL未満→［Step 5］に進む【4,762名】

［Step 4］HbA1c
・6.5% 以上：糖尿病【272名】
・6.5% 未満：糖尿病疑い【69名】

［Step 5］HbA1c
・6.5% 以上：糖尿病疑い【115名】
・6.5% 未満→［Step 6］に進む【4,647 名】

［Step 6］糖尿病の薬 _ 処方薬
・有：糖尿病【90名】
・無→［Step 7］に進む【4,557 名】

［Step 7］糖尿病の既往歴・現病歴
・有：糖尿病【39名】
・無→［Step 8］に進む【4,518 名】

［Step 8］糖尿病の薬 _ 自己申告
・有：糖尿病【2名】
・無：糖尿病なし【4,516 名】

［Step 9］血糖値
・200mg/dL 以上→［Step 10］に進む【17 名】
・�200mg/dL未満→［Step 11］に進む【759名】

［Step 10］HbA1c
・6.5% 以上：糖尿病【14名】
・6.5% 未満：糖尿病疑い【3名】

［Step 11］HbA1c
・6.5% 以上：糖尿病疑い【63名】
・6.5% 未満→［Step 12］に進む【696 名】

［Step 12］糖尿病の薬 _ 処方薬
・有：糖尿病【18名】
・無→［Step 13］に進む【678 名】

［Step 13］糖尿病の既往・現病歴
・有：糖尿病【8名】
・無→［Step 14］に進む【670 名】

［Step 14］糖尿病の薬 _ 自己申告
・有：糖尿病【1名】
・無：糖尿病なし【669 名】

（４）同定された糖尿病の検討
①自己申告情報のみを使用したアルゴリズム

で抽出された糖尿病と②血液データも用いたア
ルゴリズムで抽出された糖尿病、糖尿病疑いの
関連を表 1に示した。①自己申告情報のみを
使用したアルゴリズムと②血液データも用いた
アルゴリズムでは、糖尿病疑いを含めると②血
液データも用いたアルゴリズムの方が抽出でき
た人数は多かったが、①自己申告情報のみを使
用したアルゴリズムで抽出された糖尿病のう
ち、47 名（8.1%）は最終食事から採血までの
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経過時間が不明で、②血液データも用いたアル
ゴリズムでは解析から除外されていた（表 1
内左下のグレーのセル）。今回の集計では、①
自己申告情報のみを使用したアルゴリズムでは
②血液データも用いたアルゴリズムと比較し
て、糖尿病 61 名、糖尿病疑い 101 名を抽出
できなかったことが示された（表 1内右側の
グレーの 2セル）。

糖尿病の既往・現病歴の有無と、糖尿病の薬_
自己申告の有無、糖尿病の薬 _ 処方薬の有無の
関連を表 2に示した。糖尿病の既往・現病歴：
無だが糖尿病の薬 _ 自己申告：有の者が 13 名、
糖尿病の既往・現病歴：無だが糖尿病の薬 _ 処
方薬：有の者が 14 名であった（表 2内グレー
のセル）。血糖コントロールが必要な他の疾患
に罹患している可能性もあるが、この点は今回
集計したデータでは検証できなかった。過剰な
有病者の抽出にも注意が必要であることが示さ
れた。

糖尿病の薬 _ 自己申告の有無と糖尿病の薬 _
処方薬の有無の関連を表 3に示した。糖尿病
の薬_自己申告：有だが、糖尿病の薬_処方薬：
無の者が57名、糖尿病の薬_自己申告：無だが、
糖尿病の薬 _ 処方薬：有の者が 6 名であった
（表３内グレーのセル）。自己申告は、健診受診
者個人の誤解や思い込みの影響を受けると考え
られるため、内服薬詳細について丁寧に情報収
集する必要性を再確認できた結果であった。

それぞれのアルゴリズムで抽出された糖尿
病、糖尿病疑いについて、年齢階級別に集計し
た結果を表 4に示した。いずれも、30 代以上
では年齢階級が上がるにつれ、糖尿病および糖
尿病疑いの割合が増加した。

Ｄ．考察
本研究では、Ⅰ：糖尿病をより正確に同定す

ること、Ⅱ：自己申告情報のみを使用したアル
ゴリズム、血液データも用いたアルゴリズムの
それぞれで同定された糖尿病を比較することの
2 点を目的とした。しかし、ⅠおよびⅡの両者
に関わる問題として、最終食事から採血までの
経過時間が不明な対象者が 547 名（8.5%）も

表 1　各アルゴリズムによる糖尿病の関連

①自己申告情報のみを
使用したアルゴリズム

糖尿病 糖尿病
なし

②血液データ
も用いたアル
ゴリズム

糖尿病 383 61

糖尿病
疑い 149 101

糖尿病
なし 0 5,185

除外 47 500

表 2　�糖尿病の既往・現病歴と糖尿病の薬 _自己申
告および糖尿病の薬 _処方薬の関連

糖尿病の薬 _自己申告

有 無

既往・現病歴：
糖尿病

有 480 86

無 13 5,847

糖尿病の薬 _処方薬

有 無

既往・現病歴：
糖尿病

有 428 138

無 14 5,846

表 3　�糖尿病の薬 _自己申告と糖尿病の薬 _処方薬
の関連

糖尿病の薬 _処方薬

有 無

糖尿病の薬 _
自己申告

有 436 57

無 6 5,927
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含まれていたことが挙げられる。血糖値に限ら
ず、食事の影響を受ける検査項目があることか
ら、正確に有病者を同定するためには、受診者
に対して空腹状態で健診を受けること、健診機
関には最終食事時刻を必ず聴取し、採血時刻を
漏れなく記録すること、を繰り返し周知し、協
力を求めることが必要と考えられた。

本研究の質問紙は自記式であるため、健診受
診者自身が治療中の疾患を漏れなく記入するこ
とが必要であるが、困難な場合もあると考えら
れる。内服薬詳細に関しては、服用している数
が多ければ手間を感じて記入されない可能性が
ある。また、お薬手帳を持参し忘れることもあ
り、その場合は正確な情報が得られない恐れが
ある。今後は、医療専門職が記入内容を確認し
てその整合性を確保することや、健診受診者に
はお薬手帳の持参を強く勧めることが重要であ
ると考えられる。

厚生労働省が令和 5 年に実施した国民健康・
栄養調査 4）では、糖尿病が強く疑われる者の

割合は 20 歳以上の男性では 16.8% であり、年
齢階級別では、年齢階級が上がるにつれ、その
割合も高くなる結果であった（糖尿病が強く疑
われる者の判定：HbA1c（NGSP）の値が 6.5%
以上、または身体状況調査票の「現在、糖尿病
治療の有無」に「有」と回答した者）。「糖尿病
が強く疑われる者」の判定方法が本調査のアル
ゴリズムとは一致しておらず、年齢構成も異な
るため単純な比較はできないものの、年齢階級
が上がるにつれ、糖尿病が疑われる者の割合が
高くなる傾向は共通していた。本研究の対象者
は、本邦の 20 歳以上の男性と大きく異なる傾
向を示す集団ではないことが確認された。

Ｅ．結論
本研究では、糖尿病を同定するアルゴリズム

を作成し、ベースライン調査受診者において、
糖尿病をより正確に同定することを目的とし
た。自己申告情報に加えて、血液データや内服
薬詳細情報を組み合わせることは、より正確な
糖尿病の同定に重要であることが示された。一
方で、食事の影響を受ける項目を使用する場合
は、最終食事から採血までの経過時間の情報が
必要となり、その情報収集が不十分であると、
一部の対象者が集計から除外されることも明ら
かになった。

今後は、最終食事時刻の聞き取りや採血時刻
記録を確実に実施すること、既往・現病歴や内
服薬の聴取・確認を漏れなく丁寧に行うことが
求められる。また、健診機関への協力依頼が多
岐にわたる一方で、健診機関を支援する体制の
構築が必要であると考えられた。

Ｆ．健康危険情報
なし

Ｇ．研究発表
１．論文発表

　なし
２．学会発表

　なし

表 4　年齢階級別の糖尿病、糖尿病疑いの割合

①自己申告の
みを使用した
アルゴリズム

②血液データも用いた
アルゴリズム

糖尿病 糖尿病 糖尿病
疑い

20 代 1
0.8%

1
0.8%

0
0.0%

30 代 9
1.2%

5
0.7%

6
0.8%

40 代 72
4.0%

55
3.1%

38
2.1%

50 代 195
9.5%

155
7.6%

79
3.9%

60 代 264
16.5%

201
12.6%

113
7.1%

70 代
以上

38
23.6%

27
16.8%

14
8.7%

※�各セル上段：該当人数、下段：各年齢階級にお
ける割合
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況
１．特許取得

　なし
２．実用新案登録

　なし
３．その他

　なし
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①自己申告情報のみを使用したアルゴリズム
［Step 1］糖尿病の既往・現病歴
・有：糖尿病
・無→［Step 2］に進む

［Step 2］糖尿病の薬 _ 自己申告
・有：糖尿病
・無：糖尿病なし

②血液データも用いたアルゴリズム
［Step 1］最終食事から採血までの経過時間
・不明：集計から除外
・経過時間計算可能→集計に進む

［Step 2］最終食事から採血までの経過時間
・10 時間以上→［Step 3］に進む
・10 時間未満→［Step 9］に進む

［Step 3］血糖値
・126mg/dL 以上→［Step 4］に進む
・126mg/dL 未満→［Step 5］に進む

［Step 4］HbA1c
・6.5% 以上：糖尿病
・6.5% 未満：糖尿病疑い

［Step 5］HbA1c
・6.5% 以上：糖尿病疑い
・6.5% 未満→［Step 6］に進む

［Step 6］糖尿病の薬 _ 処方薬
・有：糖尿病
・無→［Step 7］に進む

［Step 7］糖尿病の既往歴・現病歴
・有：糖尿病
・無→［Step 8］に進む

［Step 8］糖尿病の薬 _ 自己申告
・有：糖尿病
・無：糖尿病なし

［Step 9］血糖値
・200mg/dL 以上→［Step 10］に進む
・200mg/dL 未満→［Step 11］に進む

［Step 10］HbA1c
・6.5% 以上：糖尿病
・6.5% 未満：糖尿病疑い

［Step 11］HbA1c
・6.5% 以上：糖尿病疑い
・6.5% 未満→［Step 12］に進む

［Step 12］糖尿病の薬 _ 処方薬
・有：糖尿病
・無→［Step 13］に進む

［Step 13］糖尿病の既往・現病歴
・有：糖尿病
・無→［Step 14］に進む

［Step 14］糖尿病の薬 _ 自己申告
・有：糖尿病
・無：糖尿病なし

添付資料

- 53 -





労災疾病臨床研究事業費補助金
社会的特性分析分科会　分担研究報告書

Ａ．研究目的
本研究は、「東電福島第一原発緊急作業従事

者に対する疫学的研究」（以下「主研究」という）
の対象となる緊急作業従事者（以下「緊急作業
従事者」という）について放射線被ばくによる
長期にわたる健康影響を検討するにあたり、そ
の交絡因子となりうる緊急作業従事者の就労・
生活背景、また産業保健、医療受療環境等の健
康管理状況等の社会的因子とそれらによる健康
影響を明らかにすることを目的とするととも
に、健康診断及びその事後指導において必要と
なる対象者の社会的背景を理解することを目的
とする。

社会的因子を検討するにあたり、本研究では

新聞、文献、また緊急作業従事者を雇用してい
た複数の事業者へのインタビュー調査等に基づ
き、これまでの主研究の臨床調査で用いられて
いる問診票に追加すべき項目について、「①震
災・原発事故による被災・避難生活の有無につ
いて」及び「②緊急作業に従事した際の雇用形
態について」の２点があると結論した１）。その
質問内容は臨床調査における「縦断調査１回目」
の『健康と生活習慣に関する質問票』（以下「質
問票」という）内に設問された。

この「縦断調査 1 回目」について、2020 年
3 月から 2024 年 10 月までに 4,241 名が受検
し、同質問票の回答が得られた。この人数は主
研究におけるベースライン調査を受検しデータ

研究要旨
東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究を行うにあたり、対象とな

る緊急作業従事者の放射線被ばくによる健康影響を検討する上で交絡因子となりう
る社会的因子による健康影響の評価を行うとともに、健康診断及びその事後指導に
おいて必要となる社会的背景を理解するために、それら社会的因子を明らかにする
ための研究調査を立案した。

本年度は臨床調査（健診）の「縦断調査 1 回目」で得られた社会的因子に関する
質問の回答と、「ベースライン調査」及び「縦断調査１回目」の既往歴（高血圧、
糖尿病に限る）に関する回答、緊急作業従事による総被ばく線量、また臨床データ（収
縮期血圧と HbA1c）から、疾患発生（治療開始）及びその経過に社会的因子による
健康管理の影響が考えられるかを検討した。その結果、総被ばく線量による分類と
高血圧、糖尿病の発生、治療管理に相関性が見られるものがあったが、それらは緊
急作業従事当時の年収や所属による分類で調整すると相関性が認められなくなっ
た。またそれは社会的因子の年齢的な要素の影響も大きいと思われたが、それら社
会的因子の一部は疾患発生（治療開始）等や臨床データとも相関性が認められるた
め、社会的因子による健康管理の影響は、緊急作業従事者の総被ばく線量を用いて
健康影響を評価するにあたり調整が必要な因子であることが示唆された。

今後、その調整のために必要な設問を検討していく必要性があると考えられた。

研究分担者　水野　光仁　公益財団法人　星総合病院　健康管理センター長
研究協力者　佐藤　正基　公益財団法人　星総合病院　健康管理センター保健師

放射線業務従事者の社会的因子に関する研究
―社会的因子を背景とした健康管理による疾患発生等への影響―
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が確認できた 6,424 名中の一部（66.0％）で
あり、現段階でこの回答結果を主研究対象集団
の因子として健康影響を評価するにはいまだ不
十分であると考える。しかし、今後の社会的因
子を検討していく上でその質問方法の妥当性を
検討するにはある程度可能な数であるとも考え
られる。

本年度研究では質問票により得られた社会的
因子により影響を受ける健康管理状況があるか
の検討及びそれにより緊急作業従事による放射
線被ばくの健康影響評価が影響を受けうるかを
検討するため、それらの因子と既往歴（治療状
況）及び臨床データの相関性について、高血圧と
糖尿病を対象として検討することを目的とした。

Ｂ．研究方法
緊急作業従事者の社会的因子として、縦断調

査１回目の質問票上の設問の中（表 1）から、
避難生活経験（以下「避難分類」、図表では「避
難」と略す）、緊急作業時の年収（以下「緊急
時年収」、図表では「年収」と略す）及び緊急
作業時の所属（以下「緊急時所属」、図表では「所
属」と略す）を用いる。

なお、避難分類については、以下では「避難
の状況」の設問（１）で「１．はい」と答え、（３）
で「２．別の地域で生活している。（元の自宅
地域に戻る予定はない）」と回答した者を「移住」
群とし、（１）で「１．はい」と答え、（３）で
２以外の回答をしたものを「帰還」群とし、（１）
で「２．いいえ」と回答した者を「非避難」群
と呼ぶ。

同様に、緊急作業時の所属については「緊急
作業時の状況」についての設問で、緊急作業時
の所属について質問した設問において１と回答
した者を「東電」群、同様に２は「元請」群、
３は「下請」群、４は「派遣」群、５は「その
他」群と呼ぶ。

同様に、緊急作業時の年収については、「緊急
作業時の状況」についての設問で、緊急作業時の
年収について質問した設問において１と回答した
者を「＜200」群、同様に２は「200＜400」群、
３は「400＜600」群、４は「600＜800」群、

５は「800≦」群と呼ぶ。
また、緊急作業従事者の緊急作業従事による

被ばくを主研究で確認可能な各緊急作業従事者
の緊急作業従事における外部被ばく実効線量と
預託線量合計線量（mSv）（以下「総線量」）を
用いる。

なお、総線量については、昨年度の本研究２）

での分類方法を用い、20mSv 未満を「低線量」、
20mSv 以上 50mSv 未満を「中線量」、50mSv
以上を「高線量」と分類し、これらをまとめて

「線量 3 区分」と呼ぶ。
各緊急作業従事者の健康管理状態の評価とし

て、ベースライン調査（後述の治療開始年齢の
検討にあたっては縦断調査 1 回目の回答も含
む）における病歴に関する質問を用い、そこで
高血圧及び糖尿病について治療中と回答した者
をそれぞれの疾患の「治療中」群とし、それ以
外の回答及び病歴の無回答の者を「無治療」群
とし、それらをまとめて「治療別」と呼ぶ。

高血圧に関する臨床データとして、ベースラ
イン調査における収縮期血圧（mmHg）の測定
結果（2 回血圧測定している者はその平均値）

（以下「SBP」と呼ぶ）を用い、糖尿病につい
ては、同調査における HbA1c（%）の値を用い
た。また、年齢については、同調査における受
診時の年齢を用いた。なお、以下ではこの年齢
について 45 歳未満を「＜45」、45 歳以上 60
歳未満を「45-59」、60 歳以上を「60≦」群と
してこれらをまとめて「年齢 3 区分」と呼ぶ（な
お、この年齢 3 区分は同調査対象者の 3 分位
点による区分に近似している）。

また、高血圧及び糖尿病の治療開始年齢につ
いて、病歴でそれぞれの疾患の「発症年齢」と
回答した年齢を治療開始年齢と判断した。

さらに、以下検討においては、統計ソフトウェ
アとして JMP17.0.0 を使用し、臨床データに
関する検討は分散分析、割合に関する検討では
χ2 検定を用いた。なお、本研究では各分析方
法において有意水準は５％とする。

（倫理面への配慮）
本研究は当院（公益財団法人　星総合病院）
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の倫理委員会の審査を受け実施許可を受けた。
なお、臨床調査に関する詳細については、本

年及び過去の主研究に関する報告書、臨床調査
分科会の分担研究報告書の記載を参照された
い。

Ｃ．研究結果
線量３区分毎の全体と高血圧治療別での SBP

について表２に示す。全体及び無治療群で高線
量群の SBP が低い傾向が見られた。

高血圧治療別での年齢 3 区分、緊急時年収、
緊急時所属、避難分類毎の SBP について表３
に示す。年齢３区分では「60≦」群で治療中・
無治療群共に SBP が高い傾向が見られた。緊
急時年収では、治療中・無治療群共に低年収ほ
ど SBP が高い傾向が見られた。緊急時所属で
は治療中・無治療群共に東電群が元請・下請群
より、元請群が下請群より SBP が低い傾向が
見られた。避難分類では有意な所見はなかった。

線量 3 区分、緊急時年収、緊急時所属、避
難分類各群の平均年齢について表４に示す。線
量３区分では高線量群が有意に低い傾向が見ら
れた。緊急時年収では「400＜600」群が最も
低い傾向が見られ、それ以上の群、それ以下の
群でも高くなる傾向が見られた。緊急時所属で
は、東電群がとくに低い傾向が見られた。避難
分類では、帰還群がやや高い傾向が見られた。

年齢３区分、緊急時年収、緊急時所属、避難
分類毎について線量 3 区分で分類した結果を
表５に示す。年齢３区分については低年齢群で
高線量群の割合が大きくなる傾向があり、高年
齢群で低線量群の割合が大きくなる傾向が見ら
れた。緊急時年収では、高い緊急時年収群ほど
高線量群の割合が大きくなる傾向が見られた。
緊急時所属では、東電群で高線量群の割合が大
きくなる傾向が見られた。避難分類では、非避
難群は移住・帰還群に比べ高線量群の割合が小
さく、低線量群の割合が大きいことが見られた。

高血圧治療別の線量３区分毎の SBP につい
て、年齢 3 区分、緊急時年収、緊急時所属、
避難分類毎に分類して比較した結果を表６に示
す。無治療群において元請群で高線量群の SBP

が低線量・中線量群に比べてやや高い傾向が見
られたが、それ以外の分類では各線量３区分同
士での明らかな SBP の差は治療中群でも無治
療群でも見られなかった。

高血圧無治療群において、治療が必要な未治
療者の割合を検討するため、緊急時年収、緊急
時所属、避難分類毎、年齢３区分毎（また参考
のため、線量３区分毎についても）で、各群の
SBP 140mmHg 以上の者（以下「高血圧未治
療者」と呼ぶ）の割合を表７に示す。緊急時年
収では、「＜200」群が他より未治療者の割合
が大きく見られた。緊急時所属では、東電群が
元請・下請群より未治療者の割合が小さく見ら
れた。避難分類では帰還群が他群よりも未治療
者の割合が大きく見られた。年齢３区分では、
高い年齢区分ほど未治療者の割合が大きく見ら
れた。

緊急時年収、緊急時所属、避難分類、線量
３区分毎の高血圧治療開始年齢について平均
年齢で評価した結果を表８に示す。緊急時年
収では「＜200」と「200＜400」群と低い収
入群で治療開始年齢が高い傾向が見られた。
緊急時所属では、東電群が他群より治療開始
年齢が低い傾向が見られた。線量３区分では
低線量群が他群より治療開始年齢が高い傾向
が見られた。避難分類では明らかな差は認め
なかった。

線量３区分毎の高血圧治療開始年齢につい
て、緊急時年収、緊急時所属、避難分類毎に
分類して平均年齢で評価した結果を表９に示
す。表８で示した線量３区分では、低線量群
が治療開始年齢が高い傾向が見られていたが、
同様の傾向は、避難分類における移住群、帰
還群でのみ見られた。緊急時年収「800≦」群、
緊急時所属元請群で、線量３区分群では、中
線量群が低線量群・高線量群に比べてやや治
療開始年齢が低い傾向が見られた。

線量３区分毎の全体と糖尿病治療別での
HbA1c について表10に示す。全体及び無治療
群で高線量群のHbA1cが低い傾向が見られた。

糖尿病治療別での年齢 3 区分、緊急時年収、
緊急時所属、避難分類毎のHbA1cについて表11
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に示す。年齢３区分では「60≦」群が治療中
群で HbA1c が低い傾向が見られ、無治療群で
は HbA1c が高い傾向が見られた。緊急時年収
では、無治療群で「＜200」群がやや HbA1c
が低い傾向が見られた。緊急時所属では無治療
群で東電群が他群より HbA1c が低い傾向が見
られた。避難分類では明らかな差は認められな
かった。

糖尿病治療別の線量３区分毎の HbA1c につ
いて、年齢 3 区分、緊急時年収、緊急時所属、
避難分類毎に分類して比較した結果を表 12に
示す。無治療群において年収「600＜800」群
で高線量群の HbA1c が低線量・中線量群に比
べてやや低い傾向が見られたが、それ以外の分
類では各線量３区分同士での明らかな HbA1c
の差は治療中群でも無治療群でも見られなかっ
た。

糖尿病無治療群において、治療が必要な未
治療者の割合を検討するため、緊急時年収、
緊急時所属、避難分類毎、年齢３区分毎（ま
た参考のため、線量３区分毎についても）で、
各群の HbA1c 6.5% 以上の者（以下「糖尿病
未治療者」と呼ぶ）の割合を表 13に示す。緊
急時所属では、東電群が他群より未治療者の
割合が小さく見られた。避難分類では帰還群
が他群より未治療者の割合が大きく見られた。
年齢３区分では、高い年齢区分ほど未治療者
の割合が大きく見られた。線量３区分、緊急
時年収では明らかな糖尿病未治療者の割合の
差は見られなかった。

緊急時年収、緊急時所属、避難分類、線量
３区分毎の糖尿病治療開始年齢について平均
年齢で評価した結果を表 14に示す。緊急時年
収では「＜200」と「200＜400」群と低い収
入群で治療開始年齢が高い傾向が見られた。
緊急時所属では、東電群が他群より治療開始
年齢が低い傾向が見られた。線量３区分、避
難分類では明らかな差は認めなかった。

最後に、線量 3 区分毎の高血圧及び糖尿病
の治療中の者の割合を表 15に示す。高血圧、
糖尿病の治療中の者の割合はどちらも線量 3
区分では有意な差は見られなかった。

Ｄ．考察
前年度の本研究２）で、緊急作業従事者のう

ち、高線量被ばく者は緊急作業当時高収入者
が多くかつ東電所属者が多いこと等が示され
ている。そのため緊急作業従事による健康影
響を被ばく線量で評価する際は、被ばく線量
に関連する社会的属性とそれに伴う健康管理
の偏りが疾患の発生や進行の指標に影響して
いる可能性を考慮する必要があると考えられ
る。

疾病は無数に存在するが、多くは自覚症状
に由来して受診し検査を行って初めて疾病と
して自覚されるものである。また、多くの疾
病は不可抗力により生じるためその予防は困
難であるが、健康診断（以下「健診」）や保健
指導等を受けることによって疾病リスクを低
減できるものもある。その代表的なものが高
血圧症や軽度の糖尿病であり、これらはその
疾病自体が自覚症状をもたらすことは多くな
いため自覚症状による受診は少なく、健診で
指摘された上、健康教育等を通じて受療行動
に繫がる。そのため、これらの疾病の受療・
管理にはその者の社会的な健康管理状況が特
に影響しやすいと考えられるので、本研究で
はこの２疾患を評価対象とした。なお、それ
らの適切な治療はまた冠動脈疾患や脳卒中等
多くの重大な疾病の予防に繋がるが、それは
長期的経過を見なければ評価できないため、
主研究の現段階での評価は適切ではないと考
え、今回の研究では検討していない。また一
方で、それらの死亡に繋がる疾患の予防は寿
命の延長をもたらすため、かえって発癌等の
老化が主な要因となる疾患の罹患率は増加す
る可能性があることにも注意が必要と考えら
れる。

高血圧症について、本研究では線量３区分
により有意な臨床データ値（SBP）の差が見ら
れた（表２）が、線量３区分は本年度研究で
も年齢、緊急時年収、緊急時所属、避難分類
でその構成に有意な差が見られており（表５）、
また、それら（避難分類を除く）は SBP につ
いても治療中、無治療群いずれでも有意な差
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を生じている（表３）ので、線量３区分と
SBP の関係は社会的属性による影響を受けて
いる可能性があると考えられ、それらで調整
を試みると表６で示したとおり線量３区分で
は SBP にほぼ有意な差を認めなくなった。無
治療者における緊急時所属が元請群ではそれ
でも有意であったが、これは緊急時所属分類
における「元請」という設問の分類方法が健
康管理の程度を分類する指標としてはあいま
いで、単に研究対象者全体を無作為に切り取っ
た状態に近いためと考えられる。

緊急時所属の設問は、あくまで緊急作業当
時の所属を問うたものであり、研究対象者の
所属会社は出向や転職等でも変わりうるし、

「元請」「下請」という分類方法は、その時々
の受注業務次第で変化してしまう上、会社の
規模・健康管理の程度も会社により様々であ
る。今回の本研究でも、緊急時所属に関する
評価は東電群のみが際立って差を示したもの
が多かったが、これは東電群は東京電力とい
う会社グループ１社に絞れており、群内の研
究対象者の健康管理状況がある程度均一化さ
れていることも影響していると考えられた。

なお、線量３区分、緊急時年収、緊急時所属、
避難分類は各分類毎にいずれも平均年齢に有
意な差が見られており（表４）、年齢による
SBP の差も明らかであるから（表３）、年齢３
区分による調整を行えば社会的因子による調
整は必要としないとも考えられる。しかし、
高血圧治療開始年齢について検討すると、緊
急時年収、緊急時所属はいずれもその治療開
始年齢に有意な差が認められており（表８）、
評価した社会的属性は単に年齢的要素だけで
なく、やはり健康管理としての影響も与えて
いるものと考えられる。

また、高血圧治療中の者において、緊急時
年収や緊急時所属により SBP に差を生じたこ
と（表３）、高血圧無治療の者において、SBP 
140mmHg 以上の者の割合が緊急時年収、緊
急時所属により差を生じたこと（表７）もそ
れらが健康管理としての影響を結果に与えて
いる可能性を伺わせるものと考えられる。

なお、SBP 140mmHg という基準は高血圧
治療のガイドライン３）における「高血圧者」
の SBP の基準値を引用したものであるが、必
ずしも 140 以上であれば即ち治療を要すると
いうわけではない〔後述の糖尿病に関する検
討における HbA1c 6.5% と糖尿病治療のガイ
ドライン４） の関係も同様である（なお、
HbA1c 6.5% は「糖尿病型」の基準の一つ）〕。
このため、これらの基準による未治療者とは
必ずしも適切に治療が行われていない者と捉
えるべきではないが、健診においてそれらの
基準を上回ると一般に「要治療」「要精査」等
と通知されることが多いので、一般に受療や
生活習慣改善を行う動機を作っている基準で
あると言える。

なお、避難分類に関しては、SBP に有意な
差を認めなかった（表３）が、未治療者割合（表
７）では帰還群が有意に大きいことが見られ
ている。これは帰還群が他群より比較的高齢
である（表４）ことの影響もあると思われるが、
帰還群の緊急作業従事者が主に在住している
と思われる福島県双葉郡とその周辺は比較的
医療機関が少ないため、他群よりも受療行動
が抑制されている可能性も疑われる。

なお、避難分類毎の線量３区分と高血圧治
療開始年齢について移住群、帰還群で有意な
差が見られた（表９）が、中線量群が低線量、
高線量群より低いという結果であり、避難分
類は線量３区分の割合が他の分類とは傾向が
異なり中線量群の割合が大きい等が見られ（表
５）、避難分類による健康管理の差の影響が見
られたものと疑われる。

糖尿病についての評価も、高血圧と多くは
同じ傾向が見られているものと思われる（表
10 ～ 14）。違う点として、年齢３区分毎で見
たとき、高血圧では治療中の者の SBP は高年
齢区分ほど高かったが、糖尿病では HbA1c は
高年齢区分程低かった（表 11）。これは、若
年発症の糖尿病が高齢発症の糖尿病に比べて
治療が困難なことが多いためと考えられる。

また、糖尿病治療別で治療中の者で緊急時
年収及び緊急時所属で有意な差が認められな
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かった（表 11）。これは、糖尿病治療が高血
圧治療に比べて、一旦治療に到達されれば集
団的に見れば治療管理がされやすいというこ
とかもしれない。いずれにせよ、疾患特性の
影響と考えられる。

また、糖尿病無治療群における HbA1c 6.5%
以上の者の割合も緊急時年収、避難分類では
差が見られなかった（表 13）。なお、糖尿病
治療開始年齢の検討において、線量３区分で
有意な差を認めなかった（表 14）ので、表９
で示したような緊急時年収、緊急時所属、避
難分類毎の線量３区分毎での糖尿病治療開始
年齢の検討は緊急作業従事による被ばくの影
響を検討する上で必要ないと考え、省略した。

なお、本研究では検討対象者に限りがある
ため、本来有意な差を認める検討であっても、
分類を重ねることで標本数が減少してしまっ
て有意と捉えられなくなっている可能性もあ
る。また、高血圧症として病歴に記載される
者の多くが本態性高血圧症、糖尿病は２型糖
尿病と思われるが、その他の続発性の高血圧
症や糖尿病、１型の糖尿病等が内包されてい
る可能性もあるし、心疾患等があると本人に
認識されずに高血圧や糖尿病が治療されてい
ることもあるし、そもそも病歴の回答、発症
年齢の回答は本人の記憶によって自記されて
いるものであり、適切に回答されていないこ
とも少なからずあると思われるため、「治療中」

「無治療」の分類そのものに問題がある可能性
もある。ただ、それらは統計上の正確性を棄
損している可能性が高いが、今回の研究はあ
くまでそれらの疾患の健康管理による影響を
評価することが目的であるので、ある程度の
不正確さは許容されるものと考える。

また、高血圧症に対する評価と糖尿病に対
する評価で違いが見られたように、全ての疾
患は当然それぞれ様々な自然経過・治療・管
理上の差異があるので、全ての疾患において
社会的因子による健康管理の影響が、疾患の
発生及び経過に影響を与えるわけではないと
思われる。しかし、高血圧症や糖尿病で年収
や所属が影響を与えている可能性が疑われた

以上、社会的因子は少なからず死亡にも繫が
る疾患に影響を与えている可能性が示唆され
るので、緊急作業従事による放射線被ばくに
よる健康影響を評価する上でその評価指標と
して総線量を用いるにあたっては、社会的因
子も調整因子として考慮すべきと考えられる。

ただ、本研究において社会的因子として用
いた緊急時年収及び緊急時所属等は長期にわ
たる健康管理状態を反映する指標としてはや
や問題がある。というのもそれらはあくまで
緊急作業当時の短期的な状況を反映したもの
であり、長期的な社会的因子を反映していな
い。これらの設問は、もともと緊急作業従事
者の社会的特性の理解を目的に用意した設問
であることもあり、これらの設問の意義は失
われないと考えるが、長期的な健康管理には
別の指標（設問）が必要になると考える。

候補として考えられる調整方法は、①東電
社員等、会社によりある程度同一の健康管理
下にあったと思われる者に限定して検討する、
②最も長期間所属した健康保険種別により分
類する（組合保険、国民健康保険、全国健康
保険協会等）等の方法が考えられる。ただ②
については転職等を行う者等では質問しても
適切に回答できない可能性が高く、現実的な
のは所属会社名を尋ねる方法である。

その者が最も長く所属した会社（組織）を
最も適切に評価するには、社会保険等の個人
情報から入手することであるが、長期の経過
を調査するのは困難であるから、質問紙で設
問したほうが簡便である。

また、転職等を加味すると、全ての経歴を
見る必要があるが、この主研究対象者は圧倒
的に無期雇用者が多く５）、転職を繰り返す者
や短期雇用者や自営業者は少数であると思わ
れるので、「最も長期間所属した会社はどこか」
と尋ねるのが容易と思われる。この質問は当
然ある程度高齢になってみなければ結論づけ
られない（調査時点より先の未来での所属会
社が最も長く所属した会社になる可能性もあ
る）ので、主研究がある程度経過してからの
設問でよいと考えられる。
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また、収入による分類は本来であれば生涯
を通じた収入を評価しなければ、長期の健康
影響を評価する上で社会的因子として適切で
はないと考えられるが、生涯を通じた収入を
評価することはデータ上も質問上も極めて困
難であると思われる。しかし一方で、この主
研究対象者の多くは無期雇用者であることか
ら考えれば、所属会社が判明すれば生涯を通
じた収入もある程度均一化されると考えられ
るので、所属会社に関する調整を行えばある
程度生涯を通じた収入の要素も内包できると
考えられる。

この会社（組織）名から健康管理の状態を
ある程度分類すれば、最も簡便かつ健康管理
の因子を反映した指標になると思われる。

また、避難分類について、本研究では「移住」
「帰還」「非避難」で分類した。震災からある
程度の期間が経過しているので、避難者が最
終的に移住を選択するか帰還を選択するかは
ある程度決定されつつあると思われるが、福
島第一原子力発電所事故に伴う避難区域は本
研究時点でも未だ流動的であり、避難に関す
る設問自体がまだ曖昧な点を残しており、避
難による健康影響を評価するにはまだ不十分
と考えられる。このため、避難に関する設問も、
主研究がある程度経過してから再度設問を
行ったほうがよいと考えられる。

なお本研究では、疾患が緊急作業従事以降
に発生したものか、従事以前に発生したもの
かを分けて検討していない。本来、緊急作業
従事による健康影響を評価するのであれば、
当然それで分けられるべきであると考えられ
るが、本研究で主に使用したベースライン調
査がまだ緊急作業よりそこまで期間が経って
いないこと、高血圧や糖尿病は加齢により自
然発生することが多い疾患であるから緊急作
業前後で分けてしまうと緊急作業当時の年齢
に大きく影響を受けてしまう可能性が高いこ
ともあるし、本研究は社会的因子による健康
管理の影響の検討が主であることからその点
についての検討は行っていない。これについ
ては今後、社会的因子による健康管理の影響

の評価方法が定まってから再検討するものと
する。

Ｅ．結論
今回の研究では、緊急作業従事者の健康影

響を総線量を用いて評価する際は、その緊急
作業従事者の所属や年収等社会的因子による
健康管理の影響を考慮する必要がある可能性
が示唆された。今後、社会的因子による健康
管理の影響を評価するための質問方法につい
て検討を進める必要性があると考えられる。

Ｆ．健康危険情報
　なし

Ｇ．研究発表
　なし

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。）
１．特許取得

　なし
２．実用新案登録

　なし
３．その他

　なし
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労災疾病臨床研究事業費補助金
白内障調査分科会　分担研究報告書

Ａ．研究目的
東電福島第一原子力発電所の緊急作業に従事

した作業員の放射線被ばくによる健康への影響
を長期的に検証する。水晶体は人体の中でも放
射線感受性の高い組織の１つであり、比較的低
線量の慢性放射線被ばくでも白内障を発症する
とされている。白内障分科会では緊急作業従事
者の白内障の調査を行い、放射線被ばくと水晶
体混濁の関係について明らかにする。放射線被
ばくに関連する白内障病型としては、後囊下白
内障や皮質白内障などがあげられるが、放射線
白内障の初期病変として Vacuoles（VC）と呼
ばれる小さな粒状の混濁（微小混濁）が見られ
る。眼科診療では細隙灯顕微鏡を用いた眼科医
の肉眼診断が基準となるが、このような微小混

濁を追跡する調査には水晶体撮影カメラによる
徹照画像が必須である。全国調査においては多
施設での調査となり、画像データを元に大量の
データ解析と追跡調査が必要となる。本研究で
は深層学習を用いた画像認識処理によって水晶
体混濁の自動計測を行うことを目指し、水晶体
混濁自動計測システムの開発と評価も同時に
行っている。

Ｂ．研究方法
①実効線量が 50mSv 以上の現東電社員を対

象とした白内障調査は、2013 年より慶應義塾
大学眼科学教室との共同調査として、福島第
一・第二、柏崎刈羽、東京本社で眼科検診を行っ
ている。本年度も例年通り眼科検診を実施した。

研究要旨
東電福島第一原子力発電所の緊急作業に従事した作業員の放射線被ばくによる健康へ

の影響を長期にわたり検証する。水晶体は人体の中でも放射線感受性の高い組織の１つ
であり、従来考えられていた閾値以下の低線量放射線被ばくでも白内障を発症すること
が報告されている。白内障調査分科会では緊急作業従事者の白内障の調査を行い、緊急
作業による放射線被ばくと長期での水晶体混濁発症の関係について明らかにする。

被ばく線量の高い現東電社員を対象とした検診は本年度も継続して行っている。
白内障全国調査は第３クールを開始した。第３クールの対象者は NEWS 研究同意者
から白内障手術後（両眼）などを除外した 7,196 名とする。白内障検診の案内を送
付し、本年度は 432 名の検診となっている。また第１・第２クールのデータ解析
として、画像を用いた白内障の自動解析および詳細な検討も行っており、精度の高
い調査を継続している。

研究分担者　佐々木　洋　金沢医科大学　眼科学講座
	 総合医学研究所　環境原性視覚病態研究部　教授
研究協力者　初坂奈津子　金沢医科大学　眼科学講座
	 総合医学研究所　環境原性視覚病態研究部　助教
　　　　　　黒坂大次郎　岩手医科大学　眼科学教室　教授
　　　　　　久保　江理　金沢医科大学　眼科学講座　教授
　　　　　　飛田あゆみ　放射線影響研究所　長崎臨床研究部　部長

放射線業務従事者の白内障に関する研究
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眼科検診は視力検査、眼屈折検査、眼圧検査お
よび散瞳下での医師による白内障診断の他に、
前眼部解析装置と簡易型徹照カメラを用いた水
晶体撮影も含めた診断を行っている。

②全国白内障調査は、日本白内障学会と日本
眼科医会の協力を得て 2018 年から開始し、現
在は全国 70 施設で実施している。簡易型徹照
カメラは対象者の多い福島、東京、新潟の施設
に計８台設置し、水晶体撮影を含めた検診を
行っている。３年を１クールとし、第１クール

（2018 ～ 2020 年 ）、 第２ク ー ル（2021 ～
2023 年）が終了した。本年度は第３クールを
開始した。第３クールの対象者は NEWS 研究
同意者から白内障手術後（両眼）などを除外し
た 7,196 名とした。まずは 2021 年度以前に
受診した人を中心に 1,487 名を抽出し、白内
障検診の案内を送付した。そのうち 971 名か
ら返信があり、本年度は 432 名の検診（予定
含む）となっている。残りは来年度以降に検診
を行う予定で日程の調整を行っている。また来
年度の秋以降には約 5,700 名に検診案内を送
付し、引き続き検診の予約作業を継続していく。

③簡易型徹照カメラの画像を元に、深層学習
を用いた画像認識処理によって白内障の自動診
断を行うことを目指し、継続的に手法の確立と
有効性の確認を実施してきた。本年度はこれま
で開発したモデルや手法の評価結果から浮かび
上がってきた課題に対しての対応策とモデルの
改良を実施した。白内障５病型の１つである核
混濁については、以前より徹照画像では捉えに
くいことが知られている。従来の検討ではス
リット像（斜照法）による核混濁の有無および
グレード判定モデルの開発に留まっていたが、
徹照画像を使ったモデルから核混濁への対応の
必要性が高まっている。核白内障と診断された
患者の徹照画像を分析し、画像認識処理による
核混濁の特徴を抽出可能であるかを検討した。

（倫理面への配慮）
全国調査に関して金沢医科大学倫理委員会の

規定に基づき、委員会にて承認された。

Ｃ．研究結果
① 2022 年と 2023 年の検診データが NEWS

本部に届いたため、対象者の抽出を行った。解
析可能な対象者数は 2022 年が 281 名、2023
年が 305 名となった。昨年度は微小混濁であ
る VC の７年間（2013 ～ 2019 年）の有病率
の推移や画像解析による VC の局在（後嚢下中
心）を検討し、VC 有病率（両眼）は 2013 年
の 6.0% から 2019 年の 18.0% と増加傾向であ
ることを報告した。しかしながら後嚢下中心の
VC は７年間で発症・消失および局在の移動な
ど細かな変化を繰り返していることも確認され
た。新型コロナウイルスの影響を受けた 2020
年および 2021 年のデータはないが、今回届い
た２年分のデータを追加することで、2013 年
からの有病率の推移など継続的な解析が可能と
なる。まずは VC の検討を行うため、水晶体画
像解析の準備を進めている。

②本年度の検診対象者 432 名中、解析可能
であった 350 名の結果から透明水晶体眼（微
小混濁なし）は 17.7%、微小混濁を含む水晶体
変化あり（皮質、核、後囊下、Retrodots、
Waterclefts、VC）は 80.7%、白内障手術後と
なる眼内レンズ眼は 1.6% であった。来年度も
引き続き調査を行い、対象者を増やして検討し
ていく予定である。

一方で、これまでの全国調査に対するデータ
解析を進めている。第１クールの解析可能対象
者は 486 名（平均年齢 53.7 ± 10.0 歳）、第２
クールの解析可能対象者は 2,211 名（平均年
齢 57.7 歳± 9.5 歳）となる。白内障の診断結
果（両眼）から、透明水晶体（微小混濁なし）、
VCのみ（Stage 1）、白内障あり（Stage 2）、眼内
レンズの４群に分類した。図１に第１クール・
第２クールでの各群の割合を示す。Stage 2 の
割合は、第１クールで 63.2%、第２クールでは
73.2% となった。図２は Stage 2 における視力
別割合の比較である。視力が 1.0 以上の視力良
好は第１・第２クールともに88.9%、視力0.7～
0.9 は第 1 クール 8.6%、第 2 クール 8.9%、視
力 0.6 以下の視力不良は第１クール 2.4%、第
２クール2.2%となった。第１クールと第２クー
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ルを比較してもほとんど差がないことが言え
る。また後嚢下中心に VC が認められた対象者
の年代別有病率を見ると、第１クールは 60 代
以上の人数が少ないため増加がみられるが、第
２クールでは加齢による緩やかな増加（50 代
以上は横ばい）を示し、特に若い対象者では第
１と第２の有病率はほぼ同値であることが確認
された（図３）。これらの結果から、第２クー
ルでは事故後 10 年以上が経過しているが、解
析対象者の約９割が透明水晶体眼を維持、ある
いは微小混濁を含む水晶体変化が認められても

視力は良好であることが示された。さらに同一
対象者での経年変化の検討として、第１クール
の受診対象者を基準に２回目の検診を完了した
対象者の解析も行った。第１クール 486 名に
対して２回目を受診した人は 357 名（２月現
在）であり、第１クールの対象者の 73.5% が
継続して受診していることとなる。図 4に白
内障診断結果を示す。透明水晶体の割合が
33.1％から 20.4% に低下した。Stage 1 の割合
は初回と２回目で大きな差はないが、Stage 2
では57.4%から70.9%と増加した。眼内レンズ
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の割合もほとんど差はない。初回検診から３～
５年にかけて白内障の割合が増加していること
となるが、どのような混濁病型が変化している
かを分析する必要がある。画像がある対象者に
限られるが、今後は AI を活用した画像診断を
取り入れた解析を行い、詳細な変化を検討する
予定である。

③徹照画像からの核混濁の特徴として、「水
晶体周縁部での盛り上がる事象」（図５）を捉

えて、核混濁ありと判定することが必要であっ
た。該当の盛り上がり事象は、瞳孔内に複数の
部分的な病変として現れるのではなく、瞳孔部
全体を見た際に把握できる事象であることか
ら、画像分類による把握が適していると考えら
れた。そのため、該当の事象あり・なしを二値
分類するモデルを作成することとした。核混濁
認識モデルの開発結果から、モデルの精度は感
度 80%（盛り上がりを正しく認識）、特異度
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96%となった。誤判定は422枚中17枚のみで、
それらは明確な盛り上がりが見られないもので
あった。学習データの規模がまだまだ大きくは
ないため、盛り上がりが部分的かつ他混濁の特
徴が強い場合は捉えきれない可能性があるとい
う結果にはなるが、十分実用化できるモデルで
あると考えている。続いて核混濁の有無だけで
なく、核混濁のグレード判定が可能であるかに
ついても検討し実施した。明確にグレードと紐
づけることができた盛り上がり事象データの数
がまだ少なかったため、有効な精度までは至ら
なかったが、下記傾向の把握はできた（図６）。
⚫�盛り上がり事象の発生はグレード1～グレー

ド３まで見られる
⚫�グレード１では「盛り上がり事象」が部分的

なものや弱めのものであることが多い

⚫�グレード２以上はかなり明確な盛り上がり事
象を現すことが多いが、２と３での明確な差
異までを捉えることは困難である
今後はデータ数を増やしてこの傾向の裏付け

を強化することで、少なくともグレード１かそ
れ以上かを判定するモデルを作成できる可能性
は十分にある。

Ｄ．考察
東電社員に対する 2013 年から 2019 年まで

の検診データに対して、後嚢下中心に局在する
VC の有病率は 7 年間で増加傾向にあり、今回
届いた結果を追加することでその後の傾向が確
認できる。低線量被ばく者の水晶体変化につい
て微小混濁から長期間縦断的に経過観察した報
告はこれまでほとんどないため、本研究により
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得られるデータは今後 ICRP の基準となってい
る被ばく線量限度の評価にもつながると考えて
いる。また白内障５病型については、若い対象
者が多いため発症割合は少ないが、同様の解析
を進めるとともに、来年度も白内障検診を実施
する予定である。

第３クールでは 2021 年度以前に受診した対
象者や、過去に連絡の履歴がある対象者を中心
に 1,487 名を抽出し検診案内を送付した。し
かし約 500 名からは未だ返信がない状態であ
る。来年度以降に返信がある可能性もあるが、
脱落させないような工夫も必要であると考えて
いる。さらに受診を希望していても、受診の日
程調整が困難になることもある。その理由の１
つとして本研究では一般の眼科クリニックで検
診を行っているため、各施設における検診の受
け入れ状況が異なる事や、通常臨床業務の枠に
検診を入れてもらう難しさなどがあげられる。
また対象者は仕事の都合から土曜日の検診を希
望することが多いが、土曜日に検診の受け入れ
がある眼科施設は少ない。しかし一般の眼科ク
リニックで検診を行うことで、白内障以外の眼
疾患が見つかるというメリットもある。特に緑
内障の疑いや黄斑前膜などの疾患が多く見つ
かっている。これらは眼底を観察することで確
認される疾患であり、眼科医が実際に診察する
ことで可能となる。受診した対象者には満足で
きる白内障検診となり、それが検診の継続（継
続する割合の増加）につながると考えている。

AI を活用した白内障自動診断については、
今回のモデルの改良により問題となっていた解
決策を具現化できたと考えている。特に徹照画
像による核混濁の分析では、すべての核混濁に
は対応できないが、核の徹照画像の特徴の１つ
である「周辺部の盛り上がり事象」が確認され
た画像に対しては、ある程度実用化が可能な精
度まで到達できていると考えられる。徹照画像
を使用した分析により、核混濁を含めた５病型

（皮質、核、後嚢下、Retrodots、Waterclefts）
の判定が可能となり、この仕組みを実際の利用
局面でより多様な画像データに活用し、その結
果からさらに対策を進めるフィードバックサイ

クルを継続していくことが有効となる。

Ｅ．結論
現東電社員に対する検診は、過去のデータの

精査を行いながら来年度以降も継続する。これ
までの検診結果をまとめ、白内障有病率の比較
や、同対象者の経年変化など詳細な検討を進め
ている。全国白内障調査は第３クールを開始し
た。これまでの結果をまとめ、被ばく線量と水
晶体変化の関係についても解析を進めている。
長期での縦断調査には水晶体の画像診断が必須
であり、簡易型徹照カメラ画像の分析を行いな
がら、AI を活用した診断精度を確認していき
たい。

Ｆ．研究発表
１．論文発表

　なし
２．学会発表

初坂奈津子、胡歓、佐々木允、久保江理、
大久保利晃、佐々木洋：「放射線業務従事者の
健康影響に関する疫学研究」白内障全国調査（第
２クール終了報告）第 63 回日本白内障学会総
会、2024/8/23-24、神奈川

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況
１．特許取得

　なし
２．実用新案登録

　なし
３．その他

　なし
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労災疾病臨床研究事業費補助金
心理的影響調査分科会　分担研究報告書

Ａ．研究目的
本研究では、質問紙を用いて、東電福島第一

原発事故の緊急作業に従事した放射線業務従事
者の精神的健康と緊急作業の内容等や個人要因
との関連の検討を目的とした。

調査は、2016 年 1 月 20 日から第 1 期を開
始し、2018 年度末まで同じ質問紙による調査
を継続した。2019年度以降の第2期調査では、
第 1 期調査に一部の項目を加えて実施した。
本報告では、調査開始から 2024 年 10 月 31
日までに健康調査を受検し、回答を返信した対
象者の初回調査の結果を解析した。

Ｂ．研究方法
調査は、「東電福島第一原発緊急作業従事者

に対する疫学的研究」ならびに「放射線業務従
事者の心理的影響に関する研究」において実施

された健康調査の受検者のうち、緊急作業によ
る心理的影響に関する調査への参加に同意の得
られた受検者に質問票と返信用封筒を直接手渡
し、後日の返送を求めた。

質問票には、精神的健康等のアウトカムを
評価する 4 つの指標、すなわち不安・抑うつ
等の心理的ストレスを評価する K6、アルコー
ル使用障害を評価する AUDIT、心的外傷後ス
トレス障害（PTSD）症状を評価する IES-R、
不眠を評価する AIS のほか、主たる曝露変数
として、緊急作業の入構日、緊急作業を行っ
た日数、その他、精神健康度に影響を与える
可能性のある調整変数として、作業に伴うス
ティグマ、調査時点から過去１年間のライフ
イベント、現在の日常場面と緊急作業時の 2
時点の社会的支援、ストレス対処行動（Brief 
Scale for Coping Profile：BSCP）、首尾一貫感

研究要旨
2014 年度から 5 年間にわたって実施した「東電福島第一原発緊急作業従事者に

対する疫学的研究」における「原発緊急作業従事者の心理的影響の評価に関する研
究」（第１期調査）ならびに 2019 年度以降の「放射線業務従事者の心理的影響に
関する研究」における「放射線業務従事者の心理的影響の評価に関する研究」（第
2 期調査）は、質問紙調査と面接調査を併用し、放射線業務従事者における緊急作
業の心理的影響を検討した。本報告では、質問紙調査に基づく分析結果をまとめた。

2024 年 10 月 31 日までに回答が返送された 8,091 件のうち、研究参加への同
意が得られ、属性情報と照合できた 4,762 名を対象として解析を行った。本報告で
は、各対象者の初回調査のみを分析の対象とした。

心理的ストレス（K6）、睡眠障害（AIS）で評価した精神的健康の有所見率は日本
における労働者を対象とした先行研究と比べても顕著な相違はみられなかった。心
理的ストレス、AUDIT により評価したアルコール関連問題および IES-R により評価
した PTSD 症状は、スティグマ、ライフイベントとの関連が顕著であった。また、
緊急作業における社会的支援が労働者の精神的健康等の保護因子として重要である
ことが示唆された。
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覚（SOC3-UTHS）、 レ ジ リ エ ン ス〔Connor-
Davidson Resilience Scale（CD-RISC2）〕、自己
効力感（Sherer らの尺度 23 項目版）、自尊感
情（Rosenberg の 10 項目）、生活・仕事満足
度によって構成されている 1）。

本調査は、産業医科大学倫理委員会の承認を
得て、実施した（H27-172）。

Ｃ．結果
2024 年 10 月 31 日までに返送があった延

べ 8,091 件のうち、属性情報が照合できた
4,762 名を解析の対象とした。なお、本報告で
は、各対象者の初回調査のみを分析の対象とし
た。

（1）対象者の属性、各尺度の得点分布
表 1～ 34に対象者の年齢層別分布、婚姻状

況、最終学歴、緊急作業のために福島第一原子
力発電所に入構した日、福島第一原子力発電所
で緊急作業を行った日数（期間）、従事した緊
急作業の内容、各尺度得点の分布を示した。
PTSD 症状については、IES-R の下位尺度であ
る侵入症状（表 12）、回避症状（表 13）、過覚
醒症状（表 14）についても得点分布を示した。
1）年齢分布

平均年齢（標準偏差）は、52.9（10.3）歳で、
50 歳代（32.6％）、60 歳代以上（30.0％）、
40 歳代（26.5％）の順に多かった。最高齢は
80 歳、最低齢は 24 歳であった。
2）婚姻状況

既婚（内縁・再婚を含む）が全体の 83.8％
を占めた。
3）最終学歴

最終学歴は、高等学校（43.8％）が最も多く、
次いで、大学（26.3％）が多かった。
4）入構日

福島第一原子力発電所への入構は、最初期の
事故発生日～2011 年 5 月末が 60.3％を占め
た。全体の 87.1％が、2011 年 9 月末までに
入構していた。
5）緊急作業の日数

5 日以内の短期間または 101 日以上の長期

が多く、それぞれ 29.6％、27.3％を占めていた。
6）作業内容

複数回答による作業内容では、「がれきの撤
去や原子炉建屋のカバーリング作業、汚水対策
などの土木建設系の業務」への従事が 32.3％
で最も多く、次いで、「冷却設備、電源機能の
回復、放水作業などの原子炉制御に直接かかわ
る業務」が 30.5％、「資材発注・検収・在庫管理、
受け渡しなどの資材管理」が 12.3％、「放射線
管理部門などの線量管理にかかわる業務」が
11.9％であった。上記以外の「その他（管理・
技術・監督、警備、庶務、その他）」にも、
62.3％が従事していた。このうち、主な作業
内容では、最も多い「その他」（46.9%）を除
くと、「土木建築」（21.3%）、「原子炉制御」

（21.2%）に従事する者が多かった。
7）K6

全項目に回答した4,712名の平均（標準偏差）
は、3.2 点（4.4 点）であった。強い心理的ス
トレスと評価される 5 点以上 2）が 28.5％、う
つ病・不安障害が疑われる 10 点以上 3）が 9.7％
と判定された。
8）AUDIT

全項目に回答した4,385名の平均（標準偏差）
は、8.0 点（5.5 点）であった。有害あるいは
危険な飲酒とされる 12 点以上が 24.4％、アル
コール依存症の水準とされる 15 点以上が
13.7％と判定された。
9）AIS

全項目に回答した4,687名の平均（標準偏差）
は、4.1 点（3.5 点）であった。不眠症が疑わ
れる 6 点以上が、28.5％と判定された。
10）IES-R

全項目に回答した4,708名の平均（標準偏差）
は、4.4 点（9.4 点）であった。侵入症状、回
避症状、過覚醒症状の平均（標準偏差）は、そ
れぞれ 1.7 点（3.6 点）、1.8 点（3.9 点）、1.0
点（2.6 点）であった。PTSD が疑われる 25
点以上が 4.2％と判定された。
11）スティグマ（0 ～ 56 点）

全項目に回答した4,700名の平均（標準偏差）
は、2.9 点（6.0 点）であった。最頻値、中央
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値は共に0点、4点未満が全体の77.3％を占め、
20 点以上が 2.9％であった。
12）�日常場面における社会的支援（各3～12点）

平均（標準偏差）は、上司 7.9 点（2.4 点）
（N=4650）、同僚 8.3 点（2.2 点）（N=4655）、
家族・友人9.9 点（2.1 点）（N=4701）であった。
13）�緊急作業時における社会的支援（各 3～

12 点）
平均（標準偏差）は、上司 8.1 点（2.5 点）

（N=4687）、同僚 8.4 点（2.4 点）（N=4693）、
家族・友人9.0 点（2.5 点）（N=4709）であった。
14）ライフイベント

直近1年間のうちに、「仕事上の出来事（昇進、
配転、仕事上のトラブルなど）」を経験してい
た者（28.8％）が最も多く、「自分自身の病気・
けが」については 23.6％が、それら以外の個
人的な出来事（結婚、離婚、転居、交通事故な
ど）については 11.7％が経験していた。家族
の問題（病気、死亡、その他）も 24.2％が経
験していた。4 種類のライフイベントの全てを
経験していたのは 1.8％で、逆にいずれも経験
していなかった者は 41.2％だった。
15）BSCP（コーピング特性簡易尺度）
「積極的問題解決」で高得点の割合が最も高

く、9 点以上が全体の 74.2% を占めた〔平均（標
準偏差）：9.7（2.3）〕。「他者を巻き込んだ情動
発散」で低得点の割合が最も高く、5 点以下が
全体の 88.8％を占めた〔平均（標準偏差）：3.9

（1.4）〕。
16）SOC3-UTHS（3～21 点）

尺度上の最低値 3 点から最大値 21 点まで幅
広く分布したが、18 点を最頻値として 12～
18 点の範囲で相対度数が高く、全体の 82.5%
を占めた平均（標準偏差）は、15.1（3.1）点
であった。
17）自尊感情（10～50 点）

広範囲に分布したが、26 点以下は少なく、
全体の7.8%であった。最頻値は36点、平均（標
準偏差）は 36.0（6.7）点であった。
18）特性的自己効力感（23～115 点）

25 点から 115 点まで、広範囲に分布した。
最頻値は 80 点、平均（標準偏差）は 76.1（12.5）

点であった。
19）CD-RISC2（0～8 点）

広く分布したが、高得点域の4点以上が多く、
全体の 93.0% を占めた。平均（標準偏差）は 5.6

（1.6）点であった。
20）仕事・家庭生活満足度（2～8 点）

広く分布したが、5点以上で84.6％を占めた。
平均（標準偏差）は 5.9（1.4）点であった。

以下では、スティグマ、日常場面および緊急
作業時における社会的支援、ライフイベント、
ストレス対処行動、首尾一貫感覚（SOC）、自
尊感情、特性的自己効力感、レジリエンス、仕
事・生活満足度を、一括して「ストレス関連要
因」と表現する。

（2）入構時期と精神健康度等
入構日の群別に、K6 得点、AUDIT 得点、

IES-R 得点（下位尺度を含む）、AIS の平均値、
有所見率を算出し、平均値は分散分析、有所見
率はχ2 検定により比較した（表 35）。分散分
析において、入構日の主効果が有意であった場
合、Turkey HSD 法による多重比較を行った。

IES-R のみ、入構時期の主効果が有意であり、
最初期の 3～5 月の入構群が、10～12 月まで
に入構した群に比べて有意に高値を示した。ま
た、IES-Rの下位尺度の侵入症状、回避症状でも、
最初期の入構群が有意に高値であった。侵入症
状では、3～5 月の群が、8～12 月までのいず
れの入構群よりも有意に高く、1 月以降の入構
群が 10～12 月の入構群に比べて高値であっ
た。回避症状では、3～5月の最初期の入構群が、
6～12 月までのいずれの入構群に比べても有
意に高値であった。

なお、有所見率は入構時期によって有意に異
なる指標は認められなかった。

（3）緊急作業の作業日数と精神的健康
緊急作業日数の群別に、K6得点、AUDIT得点、

IES-R 得点、AIS 得点の平均値、有所見率を算出
し、平均値は分散分析、有所見率はχ2 検定に
より比較した（表36）。分散分析において、入
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構日の主効果が有意であった場合、Turkey HSD
法による多重比較を行った。

K6、AIS、IES-R において、作業期間の主効
果が有意であった。いずれの尺度得点において
も、最も短期間の 5 日以内の得点が低く、最
も長期間の 101 日以上の作業期間群の得点が
高かった。

K6 では、5 日以内が、10 日以上のいずれの
作業期間群に比べても有意に低く、6～10 日
の作業期間群が 31 日以上の作業期間群よりも
それぞれ有意に低値であった。11～30 日の作
業期間群が 31 日以上の作業期間群よりも有意
に低値であった。また、31～100 日の作業期
間群は、101 日以上の作業期間群よりも有意
に低値であった。

IES-R 得点では、5 日以内の作業期間群が 11
日以上のいずれの作業期間群に比べても有意に
低く、6～10 日が 31 日以上の作業期間群より
も有意に低かった。また、10～30 日と 31～
100 日でも 101 日以上の作業期間群よりも有
意に低かった。下位尺度についても、侵入症状、
回避症状、過覚醒症状のいずれにおいても、同
様の傾向が認められた。

AIS 得点では、5 日以内の作業期間群が、31
日以上の作業期間群よりも有意に低かった。6
～10 日と 11～30 日の作業期間群でも、31 日
以上の作業期間群よりも有意に低かった。

（4）K6、AUDIT、AIS、IES-R 得点間の相関係数
表 37に Pearson の相関係数を示した。い

ずれも中程度の有意な相関が認められた。
AUDIT のみ有意ではあるが、0.07 前後の弱い
相関係数が示された。一方、いずれの尺度も、
Cronbach のα係数は、0.8 以上であった。

（5）�K6、AUDIT、AIS、IES-R とストレス関連
要因との相関係数

表 38に Pearson の相関係数を示した。コー
ピング特性の視点の転換と IES-R、AUDIT、AIS
では有意な相関が認められなかった。また、緊
急作業時および日常場面での社会的支援と
AUDIT でも、有意な相関が認められなかった。

（6）�K6、AUDIT、AIS、IES-R を従属変数とし
た重回帰分析

ストレス関連要因を独立変数、精神的健康に
関連する指標を従属変数とする重回帰分析の結
果を表 39に示した。
1）K6 を従属変数とした分析

スティグマ、ライフイベント、BSCP の気分
転換において有意な正の関連、 BSCP の相談、
SOC-UTHS、自尊感情が有意な負の関連を示し
た。標準化偏回帰係数から、K6 では、スティ
グマとの関連が最も強く、次いで、自尊感情、
ライフイベントとの関連が強かった。決定係数
は 27% であった。
2）IES-R を従属変数とした分析

スティグマ、ライフイベント、BSCP の情動
発散、特性的自己効力感が有意な正の関連、自
尊感情が有意な負の関連を示した。標準化偏回
帰係数から、IES-R では、スティグマとの関連
が最も強く、次いで、自己効力感の関連が強かっ
た。決定係数は 51% であった。IES-R の各下位
尺度においても同様の傾向が認められた。
3）AUDIT を従属変数とした分析

BSCPの問題解決が有意な負の関連を示した。
4）AIS を従属変数とした分析

ライフイベント、BSCP の問題解決が有意な
正の関連、CD-RISC2、生活・仕事満足感が有
意な負の関連を示した。標準化偏回帰係数から、
AIS では、生活・仕事満足感と CD-RISC2 の関
連が最も強かった。決定係数は 22% であった。

（7）�K6 を従属変数としたロジスティック回帰
分析

深刻な精神的健康問題が懸念される K6 の
13 点以上を基準とした所見を従属変数、緊急
作業の諸条件、基本属性、ストレス関連要因を
独立変数としたロジスティック回帰分析の結果
を表 40に示した。

スティグマ、ライフイベント、緊急作業時に
おける上司の支援が、有意な関連を示した。上
司の支援は、特に、緊急作業の期間が中期また
は長期に及ぶ場合に、有意な関連が認められた。
教育歴では、小・中学校に比べて、高等学校ま
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たは大学以上では、オッズ比が有意であり、重
篤な所見が少なかった。

Ｄ．考察
（1）緊急作業に従事した放射線業務従事者の
精神的健康

精神的健康は、国内外の大規模疫学調査等で
広く使用されている K6 を用いて評価し、
28.5％に心理的ストレスが強く、9.7％に気分
障害あるいは不安障害の水準にある不調が疑わ
れると判定された。K6 による一般人口を対象
とした調査結果と比較すると高値であるが 4）、
労働者に限定した複数の調査結果 5～7）とは同
程度である。本研究で評価したストレス関連要
因では、スティグマとライフイベントとの関連
が強かった。

アルコール使用障害については、比較的早期
の問題飲酒者の同定に使用される AUDIT に
よって評価し、24.4％が有害あるいは危険な
飲酒をしていると判定された。これは、一般人
口を対象とした調査結果 8）よりも高値である。
飲酒問題は、労働者に限定しても、業種や職種
により大きな相違があることが知られており、
慎重な解釈が求められる。また、相関分析や重
回帰分析においても飲酒問題と強い関連が認め
られる要因は特定できていない。AUDIT とス
トレス関連因子との関係は、K6、AIS および
IES-R のそれと異なった結果を示している。飲
酒行動については、以前からの飲酒習慣、緊急
作業よりも前からのアルコール依存傾向や嗜癖
などを考慮する必要がある。

睡眠障害については、国際的な疫学調査にお
いて標準的な評価尺度として知られている AIS
によって評価し、28.5％に睡眠の問題が認め
られた。平均値は、労働者を対象とした調査結
果 9）と比較しても高値ではなかった。重回帰
分析では、直近のライフイベントや生活の満足
感と睡眠の問題が関連している可能性が示唆さ
れた。

緊急作業に関連した PTSD 症状は、IES-R に
より評価し、スティグマとの強い関連が示され
た。スティグマは、心理的ストレスとも関連が

認められた。災害に関連するスティグマは当事
者に強い心理的苦痛をもたらすことが報告され
ており 10）、本研究結果とも一致する。

精神的健康に関連する指標のいずれにおいて
も、他者を巻き込んで、情動を発散するストレ
ス対処行動は、精神的健康の保持には寄与して
いなかった。一方で、自尊感情は、飲酒問題を
除いて保護因子として機能している可能性が示
唆された。また、緊急作業時における上司の支
援が、重篤な精神的健康からの保護に寄与して
いる可能性が示され、特に、緊急作業が長期化
するほど、管理監督者の支援が重要になること
が示された。これは重大災害時における安全衛
生体制のあり方を検討する上で、極めて重要で
ある。

なお、以上の関連は横断的な解析であり、因
果関係は推定できない。

Ｅ．結論
東電福島第一原発事故の緊急作業に従事した

放射線業務従事者の心理的影響を質問票調査に
より評価し、2016 年 1 月 20 日から 2024 年
10 月 31 日までに実施された健診調査の受診
者4,762名の結果を解析した。その結果、不安・
抑うつ、睡眠障害を指標とした精神健康度は、
労働者を対象とした他の先行研究の結果と大き
な差異はみられなかった。これらの精神的健康
には、特に、スティグマと関連していた。また、
調査直近のライフイベントが精神的健康に及ぼ
す影響を考慮することが不可欠であることが示
唆された。一方、緊急作業時の上司の支援が重
要な保護因子となる可能性が示唆され、大規模
な重大災害においては、管理監督者への支援を
通じて、安全衛生体制を維持する視点が重要と
考えられる。
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労災疾病臨床研究事業費補助金
心理的影響調査分科会　分担研究報告書

Ａ．研究目的
本報告は、東日本大震災に伴う東京電力福島

第一原発事故の緊急対応作業に従事した放射線
業務従事者を対象にうつ病所見の評価を目的と
する。「東電福島第一原発緊急作業従事者に対
する疫学的研究」（2014 ～ 2018 年度）の「原
発緊急作業従事者の心理的影響の評価に関する
研究」および「放射線業務従事者の心理的影響
に関する研究」（2019 年度以降）における「放
射線業務従事者の心理的影響の評価に関する研
究」では、世界保健機関統合国際診断面接法

（WHO-CIDI）コンピューター版面接（CAPI）
のうつ病モジュールを使用して、うつ病の所見
を評価した。WHO-CIDI は、国際疾病分類（疾
病及び関連保健問題の国際統計分類）第 10 版

（International Statistical Classification of 
Diseases and Related Health Problems：ICD-10）

および米国精神医学会の精神疾患の診断・統計
マニュアル第 4 版（Diagnostic and Statistical 
Manual of Mental Disorders, Fourth Edition, 
Text Revision：DSM-Ⅳ-TR）の診断基準に基
づき、精神疾患を評価することを目的としてい
る。CIDI は、一定の訓練を修了した評価者が
面接を実施する包括的な構造化面接法として国
際的な大規模調査でも妥当性が確立されてい
る 1, 2）。なお、米国精神医学会は、2013 年に
DSM-Ⅳ-TR から DSM-Ⅴに診断基準を改訂し、
国際保健機関も、2018年に ICD-10から ICD-11
に疾病分類を改訂しているが、いずれの基準に
おいても本研究で取り扱う「うつ病」は名称の
変更や一部の除外基準が割愛される軽微な変更
にとどめられていることから、既報と同じ
DSM-Ⅳ-TR と ICD-10 の基準を用いて解析し
た。

研究要旨
「東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究」（2014 ～ 2018 年度）

における「原発緊急作業従事者の心理的影響の評価に関する研究」および「放射線
業務従事者の心理的影響に関する研究」（2019 年度以降）における「放射線業務従
事者の心理的影響の評価に関する研究」では、WHO 統合国際診断面接法（CIDI）
コンピューター版面接（CAPI）のうつ病モジュールによりうつ病の有病率を評価し
た。

本報告では、2025 年 1 月 31 日までの健診調査受検者のうち、面接調査により
有効な回答が得られた 3,685 名を対象に分析した。その結果、DSM-Ⅳ-TR におけ
る「大うつ病性障害」（296.xx）の有病率は、最近１か月で 0.2％（9 名）、最近 12
か月で 1.8％（68 名）、生涯で 6.9％（256 名）と判定された。ICD-10 における「精
神病症状を伴わない重症うつ病エピソード」（F32.2、F33.2）の有病率は、最近１
か月で 0.1％（5 名）、最近 12 か月で 1.0％（38 名）、生涯で 3.4％（124 名）と判
定された。また、発災前にうつ病の既往がある群では、ない群に比べ、発災後のう
つ病の発症が有意に多い傾向が示唆された。さらに、実効線量が 100mSv 以上の被
ばく群で発災後の罹患率や発災後の再発が有意に高かった。

研究分担者　真船　浩介　産業医科大学　産業生態科学研究所　産業精神保健学　講師
　　　　　　江口　　尚　産業医科大学　産業生態科学研究所　産業精神保健学　教授

放射線業務従事者の心理的影響の評価に関する研究―面接調査
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本報告では、2025 年 1 月 31 日までに構造
化面接調査を実施し、有効な回答が得られた者
の結果を分析し、東電福島第一原発事故におい
て緊急作業に従事した放射線業従事者のうつ病
の有病率を評価した。なお、本報告では、ベー
スライン調査の結果のみを使用した。

Ｂ．研究方法
2016 年 12 月から、「東電福島第一原発緊急

作業従事者に対する疫学的研究」および「放射
線業務従事者の心理的影響に関する研究」の一
環として実施された健診調査を受検した放射線
業務従事者のうち、研究参加の同意が得られた
者を対象として、健診調査時に、WMH-CIDI

（CAPI）のうつ病モジュールを用いた調査を実
施した。

本報告では、DSM-Ⅳ-TR における「大うつ
病性障害」（296.xx）および ICD-10 における「精
神病症状を伴わない重症うつ病エピソード」

（F32.2、F33.2）の 2 つの診断基準に基づき、
面接結果を判定し、面接時を起点に、最近 1
か月、最近 12 か月の有病率と生涯有病率を算
出した。また、東日本大震災の発災日（2011
年 3 月 11 日）を基準に発災前のうつ病の既往
の有無と発災後のうつ病の発症の関連を検討
し、既往のオッズ比を算出した。さらに、実効
線量とうつ病発症との関連を検討するため、緊
急作業時の実効線量から、対象者を 50mSV 未
満、50mSV 以上 100mSV 未満、100mSV 以上
の 3 群に分類し、うつ病の有病率、災害後の
初発および再発による有病率を比較した。有意
水準は 5% 未満を基準とした。

本調査は、産業医科大学倫理委員会の承認を
得て、実施された（H27-172）。

Ｃ．結果
2025 年 1 月 31 日までに延べ 4,121 名が面

接調査を受検した。本報告では追跡調査の結果
を除外し、分析対象は、3,685 名で、平均年齢

（標準偏差）は 51.3（10.3）歳であった。
DSM-Ⅳ-TR における「大うつ病性障害

（296.xx）」では、最近 1 か月の有病率は 0.2%（9

名）、最近 12 か月の有病率は 1.8％（68 名）、
生涯有病率が 6.9％（256 名）と判定された。
ICD-10 における「精神病症状を伴わない重症
うつ病エピソード（F32.2、F33.2）」では、最
近 1 か月の有病率は 0.1％（5 名）、最近 12 か
月の有病率は1.0％（38名）、生涯有病率が3.4％

（124 名）と判定された（表 1）。
発災後のうつ病の有病率は、DSM-Ⅳ-TR、

ICD-10 のいずれの基準でも、発災後の初発よ
りも、災害以前に既往があった再発が有意に高
率 で あ っ た（表 2）。DSM-Ⅳ-TR と ICD-10、
それぞれの診断基準で、発災後の初発は既往が
ない者の 2.8%（99 名）、1.3%（47 名）であった
のに対し、発災後の再発は既往のある者の
41.7%（65 名）、44.7%（34 名）であった。既往
によるオッズ比（信頼区間）は、DSM-Ⅳ-TR
を基準とした場合で、24.75（16.99–36.04）、
ICD-10 を基準とした場合で、61.35（35.90–
104.86）であった。

実効線量とうつ病所見の関連では、DSM-Ⅳ-TR
における「大うつ病性障害（296.xx）」の災害
後の再発、ICD-10 の「精神病症状を伴わない
重症うつ病エピソード」の生涯有病率、災害後
の初発（罹患率）、災害後の再発において、
100mSv 以上の群で有意に多かった（表 3）。
なお、ここでは、実効線量が推定できず、分類
できなかった 78 名を除く 3,607 名を対象に解
析した。

Ｄ．考察
本年度までに所見を判定した 3,685 名に	

お け る う つ 病（DSM-Ⅳ：296.xx、ICD-10：
F32.2、F33.2）の 1 か月有病率、12 か月有病
率は、日本の一般人口の有病率 3, 4）と比較して、
同程度であったが、生涯有病率は本報告でやや
高値であった。2016 年の日本人を対象とした
大規模調査 4）では、一般人口における男性の
有病率は、DSM-Ⅳで 0.3％（最近 1 か月）、2.2％

（最近 12 か月）、4.3％（生涯）、ICD-10 で 0.1％
（最近 1 か月）、0.9％（最近 12 か月）、2.2％（生
涯）と報告されている。本研究の対象者では、
調査時点から直近 1 年以内のうつ病の発症は

- 104 -



一般人口と相違ない可能性が示唆された。一方
で、本研究の対象者の生涯有病率は、いずれの
基準においても、一般人口と比べて 1.5 倍程度、
高率であった。ただし、一般人口と就労状況や
基本属性の相違を考慮できていないため、単純
に比較できない。未測定の交絡要因の影響も排
除できず、緊急作業と生涯有病率の関連は明ら
かにできない。

発災以前にうつ病の既往がある群は既往のな
い群に比べ、発災後のうつ病有病率が有意に高
く、うつ病の既往がある労働者が緊急作業に従
事した場合は、緊急作業後も経過観察や継続的
な支援の重要性が示唆された。うつ病は再発リ
スクが高いことが明らかにされているが 5）、一
般人口と比較しても、本研究の対象者では、東
日本大震災の前後で既往のリスクが顕著である
かは明らかにできていない。比較対照群の設定
が困難であり、緊急作業による影響の精査は容
易ではないが、今後、緊急作業の内容等による
差異を検討することも必要と考えられる。

実効線量とうつ病有病率との関連は100mSv
以上の被ばく群の生涯有病率、発災後の初発の
罹患率、災害後の再発が有意に高かった。実効線
量が高かった放射線業務従事者は、事故後早期
の緊急作業や短期間での放射線の曝露を体験す
る場合も想定され、過酷な作業を体験した可能
性がある。また、ICD-10 の基準は、DSM-Ⅳ-TR
と比べてやや重症のうつ病が該当するため、過
酷な作業体験との関連も否定できない。ただし、
100mSv 群の対象者は分析対象者の 1.3% と少
数であり、選択バイアスの影響も想定される。
また、いずれの診断基準においても、100mSv
以上の曝露群では、発災前の既往の再発が有意
に多かった。100mSv 以上の曝露群のデータの
蓄積と精査が必要である。

2020 年度以降の面接調査の結果は新型コロ
ナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大に
よる影響も懸念され、特に最近 1 か月または
12 か月の有病率の解釈には留意が必要である。
しかし、2019 年度以前から、結果の傾向はほ
ぼ同様であったことから、COVID-19 等の社会
情勢による影響は軽微と考えられる。

Ｅ．結論
CIDI-CAPI うつ病モジュールから、DSM- Ⅳ

「大うつ病性障害」（296.xx）の有病率は、最
近 1 か月 0.2％（9 名）、最近 12 か月 1.8％（68
名）、生涯 6.9％（257 名）、ICD-10「精神病症
状を伴わない重症うつ病エピソード」（F32.2、
F33.2）の有病率は、最近 1 か月 0.1％（5 名）、
最近 12 か月 1.0％（38 名）、生涯 3.4％（124
名）と判定された。発災前にうつ病の既往を有
する労働者では、発災後のうつ病の有病率が高
く、継続的な支援の必要性が示唆された。
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研究要旨
（1）既存の被ばく線量評価値の検証・解析

本年度に厚生労働省により改訂された線量データセットに収録された線量値を確
認するとともに、ホールボディカウンタ受検票や行動調査等を含む追加情報の活用
法を検討した。線量データセットに関しては、2021 年度に提供された従前のもの
と比較した結果、緊急作業線量はほぼ変更はなく、通常作業線量では改訂版では集
計期間の延長による増加が認められた。ただし、全体的な傾向として改訂版の線量
値と従前版の線量値に顕著な違いはなく、第 2 期研究において得られた結果に及ぼ
す影響は軽微と見られる。現在も研究代表機関と共同で照合作業を継続しており、
当該データが確定次第、前期研究と同様にデータベース化を進める予定である。

（2）電子式個人線量計の指示値に基づく実効線量・臓器線量の評価
緊急作業時に使用されていた全面マスクについて、計算シミュレーション（モン

テカルロ粒子輸送計算コード MCNP）によってβ線遮へい係数を評価した。計算で
は、Behrens によって開発された頭部（眼球を含む）ファントムモデルを使用し、
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は、Behrens によって開発された頭部（眼球を含む）ファントムモデルを使用し、
全面マスクの装着の有り無しにおける水晶体吸収線量の比を取ることでβ線遮へい
係数とした。緊急作業時の主たるβ線源（132I）に対する遮へい係数は、0 度入射に
対して 0.13±1.9%、45 度入射に対して 0.11±2.3% であり、90Sr＋90Y 線源を用い
て実験的に評価した係数とほぼ同じ結果が得られた。このことは、実験でのβ線の
エネルギー及び入射角度の分布が緊急作業時に予想されたそれら分布を概ね近似で
きていたこと、90Sr＋90Y 線源を用いる実験によって得られた全面マスク遮へい係数
がそのまま適用可能であることを示すものである。�  
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Ｂ．研究方法
（1）	電子式個人線量計の指示値に基づく実効線

量・臓器線量の評価
外部被ばくの防護においては、体表面に付け

た個人線量計で実測した実用量をもって実効線
量などの防護量の代替とする管理が一般に行わ
れる。しかしながら、事故時の線量評価や疫学
調査においては、その線量計の指示値を臓器線
量に関連付けるなどの必要がある。また、その
とき、使用されていた防護装備等によってもた
らされる放射線遮へい効果を線量評価に反映し
たり、仮に測定そのものに何らかの不備や欠測
があった場合にそれを補正したりすることが望
ましい。こうした目的で、個人線量計の指示値

を実効線量や臓器線量に変換するための換算係
数を、実験及び計算によって評価し、第一期並
びに第二期総合研究報告書にとりまとめた。

今年度は、これまでに評価した換算係数のう
ち、全面マスクのβ線遮へい係数について、計
算シミュレーション（モンテカルロ粒子輸送計
算コード MCNP）によるその検証を行う。特に、 
β線遮へい実験で使用したβ線源（90Sr＋90Y）
と緊急作業時の主たるβ線源（132I）では、β
線のスペクトルが異なるため、線量推計におけ
る不確かさ評価の観点からもその影響の程度を
確認しておくことが望ましい。計算シミュレー
ションでは、Behrens によって開発された頭部

（眼球を含む）ファントムモデル１）を使用し、
全面マスクの装着有り無しでの水晶体吸収線量
の比を取ることで全面マスクの遮へい係数とす
る。 こ こ で、 全 面 マ ス ク（ 重 松 製 作 所 製 
GM165 DC）は、ポリカーボネート製の透明バ
イザー部分（厚さ 1.5 mm）を、マスク装着状
態におけるバイザーの傾斜角（約 30 度）を保
存しつつ，上記計算モデルに組み込む。β線源
は、90Y、132I 及び 133I とし、そのβ線スペクト
ル情報は ICRP Publ. 107２）から引用する。また、
緊急作業時の状況を再現するため、それらの線
源からのβ線が厚さ 165 cm の空気を透過した
後のスペクトルも用いる。なお、90Y と 132I の 
親核種であるそれぞれ 90Sr と 133Te は、β線の
エネルギーが低く、顔面に入射したとしてもβ
線が水晶体まで到達しない（水晶体吸収線量に
寄与しない）ので、計算は行わない。頭部ファ
ントムへのβ線の入射は、入射角度 0 度及び 

Ａ．研究目的
本研究は、東京電力福島第一原発事故（以下、

福島原発事故）において、事故終息のための緊
急作業に従事した作業員（以下、緊急作業員と
略す）を対象として平成 26 年度から開始され
た「放射線業務従事者の健康影響に関する疫学
研究」の一要素として、研究対象者に対する精
緻な線量推計を行うものである。今年度から始
まった本事業の第 3 期（2024 ～ 2028 年度予
定）では、第 1 期及び第 2 期に検討した既存
の線量データに対する種々の補正法を適用し、
各分科会のニーズに応じた線量データセットを
提供することを主たる目標とし、染色体異常頻
度を指標とした生物学的線量推定や緊急作業員
から事故当時回収した尿試料中の 129I 分析等の
研究も継続する。

Ｂ．研究方法
（1）既存の被ばく線量評価値の検証・解析

今年度、厚生労働省による線量データセット
（F71、F72、F73）の見直しがあり、改訂版が
研究代表機関から提供された。また、ホールボ
ディカウンタ（WBC）受検票や行動調査等の
追加情報も同様に提供された。改訂版の線量

データセットについては、2021 年度に提供さ
れた従前版との照合を行い、線量値の変更箇所
等の確認作業を進めた。追加情報については、
データ件数や様式等について確認した（表 1）。

（倫理面への配慮）
本研究は、量子科学技術研究開発機構におい

て研究倫理審査の承認が得られている。

（2）	電子式個人線量計の指示値に基づく実効
線量・臓器線量の評価

外部被ばくの防護においては、体表面に付け
た個人線量計で実測した実用量をもって実効線
量などの防護量の代替とする管理が一般に行わ
れる。しかしながら、事故時の線量評価や疫学
調査においては、その線量計の指示値を臓器線
量に関連付けるなどの必要がある。また、その
とき、使用されていた防護装備等によってもた
らされる放射線遮へい効果を線量評価に反映し
たり、仮に測定そのものに何らかの不備や欠測
があった場合にそれを補正したりすることが望
ましい。こうした目的で、個人線量計の指示値
を実効線量や臓器線量に変換するための換算係
数を、実験及び計算によって評価し、第一期並

全面マスクの装着の有り無しにおける水晶体吸収線量の比を取ることでβ線遮へい
係数とした。緊急作業時の主たるβ線源（132I）に対する遮へい係数は、0 度入射に
対して 0.13±1.9%、45 度入射に対して 0.11±2.3% であり、90Sr＋90Y 線源を用い
て実験的に評価した係数とほぼ同じ結果が得られた。このことは、実験でのβ線の
エネルギー及び入射角度の分布が緊急作業時に予想されたそれら分布を概ね近似で
きていたこと、90Sr＋90Y 線源を用いる実験によって得られた全面マスク遮へい係数
がそのまま適用可能であることを示すものである。

（3）尿中の 129I 及びその他の核種の分析に基づく内部被ばく線量推定法に関する研究
令和 5 年度から引き続き、確立した尿中 129I 分析方法を緊急作業従事者から採取

した尿試料に適用した。分析回収率は、約 90％と高く分析の妥当性が確認された。
引き続き AMS 測定を行い分析・測定の妥当性確認、尿中 129I 濃度を評価していく。
また、129I 以外の核種について、尿試料から 137Cs との核種組成の比率を明らかにす
るための予備的な検討を行った。従来のα線スペクトロメトリー法の尿試料への適
用によって、238Pu 等のα線放出核種と 137Cs との核種組成率を明らかにできる可能
性があるものの、より高感度で検出下限値の小さな分析方法の適用を検討する必要
がある。
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45 度（左目側から入射）の面平行ビームとす
る。水晶体吸収線量の計算には、エネルギー沈
着計算タリー（*f8 タリー）を使用する。

（倫理面への配慮）
本研究は、特定個人にかかわるものを対象と

するものではないので人権擁護上の配慮等を特
に必要としない。

（2）	尿中の 129I 及びその他の核種の分析に基づ
く内部被ばく線量推定法に関する研究

原子力機構（JAEA）では、鉄遮蔽体内に設
置された Ge 半導体検出器を用いた体外計測装
置を用いて内部被ばくに係る甲状腺の体内放射
能測定を行うために、核燃料サイクル工学研究
所放射線保健室に来訪した緊急作業従事者から
提供された尿試料のうち、134Cs あるいは 137Cs
が検出された尿試料を冷凍保管している。事故
当時、尿中の放射性 Cs は測定できたものの、
事故発生から 2 ～ 4 か月が経過してからの採
取であったため、短半減期の 131I はガンマ線ス
ペクトロメトリーでは検出できず、その正確な
内部被ばく線量評価には情報が不足したままで
ある。しかし、131I の放射性同位体である長半
減期の 129I が検出できれば、事故直後の環境モ
ニタリングデータ等で測定された 129I/ 131I 原
子数比から、その摂取量及び線量を推定するこ
とができると考えられる。また、尿中に既に検
出されている 137Cs との核種組成比を明らかに
することにより、全身カウンター（WBC）で
測定された 137Cs 等の既知の摂取量から 131I 等 
の摂取量を推定できる可能性がある。

しかし、この尿中 129I を測定するためには、
尿試料からヨウ素を抽出し、極低濃度まで測定
できる加速器質量分析法（Accelerator Mass 
Spectrometry；AMS） で測定する必要があるが、
その確立した分析方法及び測定条件はない。こ
のため、本研究では、文献等を参考に AMS 測
定のための分析方法を確立し、緊急時作業従事
者から採取した尿試料に適用し、尿中 129I 濃 
度を算出する。

また、129I 以外の核種のうち、これまで明ら

かになっておらずかつ内部被ばく線量係数の比
較的大きな超ウラン元素等の核種についても、 
137Cs との核種組成比率に基づいてその摂取量
及び線量を推定できる可能性があることから、
国際放射線防護委員会（ICRP）が公表してい
る OIR Data Viewer ３）を用いて、尿中の放射性
物質の代表的な検出下限値から推定可能な預託
実効線量を予備的に検討する。

（倫理面への配慮）
本研究項目は、特定個人から採取された生体

試料（尿）を扱うため、量子科学技術研究開発
機構において研究倫理審査の承認を得ている。

Ｃ．研究結果
（1）	電子式個人線量計の指示値に基づく実効線

量・臓器線量の評価
計算シミュレーションによって算出した、全

面マスクの装着有り無しにおけるβ線による水
晶体吸収線量の比（β線遮へい係数）を表 1 に
示す。計算では、左右の水晶体について吸収線
量を個別に評価しているが、緊急作業時の放射
線分布状況を考えた場合、左右の水晶体のうち
特定の側がβ線被ばくを受けたとは考えにくい
ので、ここでは両水晶体吸収線量の平均値を用
いて遮へい係数を算出した。また、表には、緊
急作業時に使用していた全面マスクについて評
価した実験値（令和元年度総括・分担研究報告
書、211 頁、表 3）も示す。

計算シミュレーションによって得られた、90Y、
132I 及び 133I のβ線スペクトルに対する 0 ～
45 度入射条件での遮へい係数は、それぞれ
0.36 ～0.28、0.20 ～0.17、0.014 で あ っ た。
また、空気によるスペクトル変化を考慮した場
合については、それぞれ 0.22 ～0.18、0.13 ～
0.11、0.012～0.010 であった。

（2）	尿中の 129I 及びその他の核種の分析に基づ
く内部被ばく線量推定法に関する研究

文献調査及び海外研究者からの情報に基づ
き、尿試料からのヨウ素の抽出方法として、陰
イオン交換樹脂を用いたイオン交換法を選択
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し、令和 5 年に引き続き、イオン交換法を用
いて緊急作業従事者 5 名分の尿試料（平成 23
年 6 月 18 日～ 6 月 27 日に採取）を分析した。
分析試料は、尿中 137Cs 濃度が① 100 Bq/L 未
満（n=107）、 ② 100 Bq/L 以 上 250 Bq/L 未
満（n=83）、 ③ 250 Bq/L 以 上（n=27） の 3
つにグループ分けし、①から 2 件、②から 2 件、
③から 1 件を抽出した。分析におけるヨウ素
の平均回収率は約 90％であった。調整した試
料は今後 JAEA 青森研究開発センターの所有す
る AMS で 129I/ 131I 原子数比から 129I 濃度を算
出するとともに、分析・測定結果の妥当性評価
を行う。本検討の途中経過を日本放射線事故・
災害医学会 年次学術集会にて発表した。

また、129I 以外の核種についての検討として、 
238Pu を例として 2 ～ 4 か月経過後の尿試料か
ら検出可能な線量を次の通り計算した。すなわ
ち、238Pu（焼結のないエアロゾル酸化物で 
AMAD 5 μm； 線量係数 1.1 × 10－2mSv/Bq）を
吸入摂取した場合の 1 mSv に相当する摂取量は
約 91 Bq であり、摂取後 60 日、90 日、120 日経
過後の尿中排泄量はそれぞれ 2.2 × 10 −４Bq/day、
2.6 × 10 −４Bq/day、2.7 × 10 −４ Bq/day、成人男性
の尿の標準量を 1.6 L ４）とすると尿中の 238 Pu 濃度

は、それぞれ、1.4 × 10 −４Bq/L、1.6 × 10 −４ Bq/L、
1.7 × 10 −４ Bq/L となる。同様に AMAD を 1 μm
とした場合には、1 mSv に相当する吸入摂取が
あった場合の尿中の 238 Pu 濃度は、それぞれ、
1.6×10 −４ Bq/L、1.8×10 −４ Bq/L、2.0×10 －４ Bq/L
となる。

Ｄ．考察
（1）	電子式個人線量計の指示値に基づく実効線

量・臓器線量の評価
表１に示した計算結果から明らかなように、 

β線に対する全面マスクの遮へい係数は、β線
の最大エネルギー又は平均エネルギーによって
変わる。β線エネルギーの低い 133I の場合、入
射するβ線は全面マスクでほぼ遮へいされる。 
90Y と 132I の比較では、β線の最大エネルギー
こそ類似しているが、高エネルギー域のβ線の
相対的な割合が少なく、平均エネルギーの低い 
132I の方が全面マスクによるβ線遮へい効果が
大きい。空気によるβ線スペクトル変化を含む
条件での計算でも同じ傾向であり、かつ、いず
れの線源においても遮へい効果はより大きくな
ることが確認された。一方、β線の入射角度に
は、遮へい係数はあまり依存しないことも確認
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された。
実験値との比較という観点では、90Y 線源に

ついての計算結果は、実験結果とはあまり一致
しなかった。この理由として、計算体系の中で
使用された面平行ビームという単純化したβ線
の入射条件が、実験体系での入射条件を厳密に
再現するものではなかったことがあげられる。
後者の体系の場合、90Sr＋90Y 線源のカプセル
構造に起因するスペクトルの変化や、点状の 
90Sr＋90Y 線源によって平行というよりは発散
するビームがむしろ生成されているという事実
により、頭部ファントムの顔面部分に入射する 
β線はかなり複雑な分布を有していると考えら
れる。

一方、緊急作業時の主たるβ線源である 132I
について計算によって算出した全面マスクのβ
線遮へい係数は、入射角度 0 ～ 45 度において
0.13 ～ 0.11（空気によるスペクトル変化を考
慮した場合）となり、90Sr＋90Y 線源を用いて
得られた実験値とむしろ良く一致する結果とな
った。このことは、実験でのβ線のエネルギー
及び入射角度の分布が緊急作業時に想定される
それら分布を奇しくも近似していたことを示唆
するものである。したがって、90Sr＋90Y 線源
を用いる実験によって得られた全面マスク遮へ
い係数は、線量再構築作業において特に追加の
補正等をすることなく、そのまま適用可能であ
ると考えられる。

（2）	尿中の 129I 及びその他の核種の分析に基づ
く内部被ばく線量推定法に関する研究

尿試料中に含まれる又は添加した安定ヨウ素
（127I）を ICP-MS で測定し分析回収率を算出し
た結果、約 90％と高い値が得られ、これまで
に確立した分析方法の妥当性が示された。しか
し、分析した尿試料の件数、AMS 測定の件数
は少ないことから、引き続き分析・測定を行い、
検証が必要である。特に、AMS では、試料中
に含まれる 129I 濃度に依存した安定ヨウ素

（127I）による希釈が必要であり、現状は、土壌
試料中 129I 濃度分析法と同様の希釈操作を行っ
ているが、この妥当性を評価する必要がある。

得られた尿試料中 129I 濃度については、事故後
の環境モニタリングデータ等で得られている 
129I/137Cs 比等5）と比較し、その測定結果の妥当
性も検証していく必要がある。
　129I 以外の核種についての尿試料から検出可
能な線量の予備的な検討については、上記の試
算結果から仮に 1 mSv に相当する 238Pu 吸入
摂取があった場合に尿中への排泄量は、吸入摂
取した 238Pu の物理化学的性状によっても異なる
が、1.4 × 10 −４Bq/L ～ 2.0 × 10 －４Bq/L 程度と
見込まれる。一方、作業者の個人モニタリング
において一般的に行われている放射化学分離後
のα線スペクトロメトリーにおける尿中 238Pu
の典型的な検出下限値は、３× 10 −４ Bq/L、達
成可能な検出下限値は５× 10 −５Bq/L 6）と報告
されているため、α線スペクトロメトリーの尿
試料への適用によって、238Pu 等のα線放出核
種と 137Cs との核種組成率を明らかにできる可
能性があるが、尿試料が 24 時間の全量ではな
いことから、より高感度で検出下限の小さな分
析方法の適用を検討する必要がある。また、事
故当時緊急作業従事者が作業を行った作業環境
における放射性物質の物理化学的性状について
の情報が乏しく、そのことが摂取量や線量の評
価における不確実性の要因となることから、事
故の進展に関わる今後の調査等によって明らか
となることが期待される施設内の放射線状況等
のデータと比較することにより、尿中放射能測
定結果の妥当性を検証する必要がある。

Ｅ．結論
（1）	電子式個人線量計の指示値に基づく実効線

量・臓器線量の評価
緊急作業時に使用されていた全面マスク（重

松製作所製 GM165 DC）について、計算シミュ
レーション（モンテカルロ粒子輸送計算コード 
MCNP）によってβ線遮へい係数を評価した。
計算では、Behrens によって開発された頭部（眼
球を含む）ファントムモデルを使用し、全面マ
スクの装着の有り無しにおける水晶体吸収線量
の比を取ることでβ線遮へい係数とした。緊急
作業時の主たるβ線源（132I）に対する遮へい
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係数は、0 度入射に対して 0.13±1.9%、45 度
入射に対して 0.11±2.3% であり、90Sr＋90Y 線
源を用いて実験的に評価した係数とほぼ同じ結
果となった。このことは、実験でのβ線のエネ
ルギー及び入射角度の分布が緊急作業時に予想
されたそれら分布を概ね近似できていたこと、 
90Sr＋90Y 線源を用いる実験によって得られた
全面マスク遮へい係数が、線量再構築作業にお
いて特に追加の補正等をすることなく、そのま
ま適用可能であることの裏付けとなるものであ
る。

（2）	尿中の 129I 及びその他の核種の分析に基づ
く内部被ばく線量推定法に関する研究

令和 5 年度から引き続き、確立した尿中 129I
分析方法を緊急作業従事者から採取した尿試料
に適用した。分析回収率は、約 90％と高く分
析の妥当性が確認された。引き続き AMS 測定
を行い、分析・測定の妥当性確認、尿中 129I 濃 
度を評価していく。また、129I の同位体以外の
核種について、尿試料から 137Cs との核種組成
の比率を明らかにするための予備的な検討を
行った。従来のα線スペクトロメトリー法の尿
試料への適用によって、238Pu 等のα線放出核
種と 137Cs との核種組成比率を明らかにできる
可能性があるものの、より高感度で検出下限値
の小さな分析方法の適用を検討する必要があ
る。
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労災疾病臨床研究事業費補助金
健康管理データベース分科会　分担研究報告書

研究代表者　大久保利晃　労働安全衛生総合研究所　労働者放射線障害防止研究センター長
研究分担者　大神　　明　産業医科大学産業生態科学研究所　作業関連疾患予防学　教授
研究協力者　安藤　　肇　産業医科大学産業生態科学研究所　作業関連疾患予防学　学内講師
　　　　　　松垣竜太郎　産業医科大学産業生態科学研究所　作業関連疾患予防学　助教

放射線業務従事者の健康データベースの活用に関する研究

研究要旨
本疫学研究にて集約される健康上データは、研究対象者への保健指導などを通じ

た緊急作業従事者の健康の維持増進に貢献することが期待される。しかしながら本
調査の対象者となった健診受診希望の意思表示をした健診参加者への結果説明のプ
ロトコール及び結果に対する保健指導の方法は未整備である。本分担研究班では、
集約された作業従事者の健康管理データベースを効果的にフィードバックし、継続
的な有効活用にいかに繋げるかに関する研究を実施する。そのため、集積された健
診結果のデータベースから、受診者に対する保健指導の方法及び結果開示の標準
フォーマットの策定に関する調査研究を行うことと、受診を希望する健診実施機関
の検査結果票を集積し、効果的な結果開示票の制作を行った。

令和６年度は、これまでの過程を踏まえて、健診アプリのテスト運用（以下、本
研究）を開始した。緊急作業従事者のうち、１）東京電力ホールディングス株式会
社の社員である者、２）50 歳以上の者、３）研究参加の同意時点で東京電力ホー
ルディングス株式会社に勤務している者である。まず、対象候補者に対して、本研
究参加を呼びかける案内を配布し、本研究説明会への参加を呼びかけた。本研究説
明会に参加した対象者に対して、研究の説明を口頭で行い、書面で同意が得られた
者を本研究の対象者とした。

Ａ．研究目的
東日本大震災後の東京電力福島第一原子力発

電所の事故対応に従事した緊急作業従事者を対
象とした「放射線業務従事者の健康影響に関す
る疫学研究」において、その健康状態を長期的
にモニタリングする目的で多項目健診や基本健
診が実施されている。本研究班は、それらの健
診データを緊急作業従事者の健康維持増進によ
り効果的に活用するための手法やシステムの開
発を目的として設立された。

健診データを有効活用するためには、本人が
そのデータを容易に閲覧し、自身の健康管理に
役立てられる環境が重要である。そこで我々は、
緊急作業従事者専用の健診用 web アプリケー

ション（以下、健診アプリ）を開発した。この
アプリは、個人の健診データを経年的に閲覧で
きるだけでなく、次回健診の予約や問い合わせ
等の双方向のコミュニケーション機能も有して
いる。健診アプリを適切に運用することで、緊
急作業従事者の主体的な健康管理を支援し、ひ
いては疫学研究の精度向上にも寄与すると考え
られる。

健診アプリの開発は段階的に進められてき
た。令和２年度にはアプリの基本設計を行い、
令和３年度にはパイロット版を制作した。令和
４・５年度は実データを用いた連携テストの計
画立案・データ連携の準備等を進めた。令和６
年度は、これまでの過程を踏まえて、健診アプ
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リのテスト運用（以下、本研究）を開始した。

Ｂ．研究方法
本研究は前向き観察研究である。本研究の対

象は「放射線業務従事者の健康影響に関する疫
学研究」に参加する緊急作業従事者のうち、１）
東京電力ホールディングス株式会社の社員であ
る者、２）50 歳以上の者、３）研究参加の同
意時点で東京電力ホールディングス株式会社に
勤務している者である。まず、対象候補者に対
して、本研究参加を呼びかける案内を配布し、
本研究説明会への参加を呼びかけた。本研究説
明会に参加した対象者に対して、研究の説明を
口頭で行い、書面で同意が得られた者を本研究
の対象者とした。

同意が得られた対象者について、基本健診
データと多項目健診データを労働安全衛生総合
研究所が抽出し、そのデータをパスワード付き
のハードディスクに保存した。その後、本研究
の試料・情報管理責任者が労働安全衛生総合研
究所を訪問し、データの入ったハードディスク
を受領した。受領後直ちに、健診アプリを管理
するバイオコミュニケーションズ株式会社を訪
問し、データを手渡した。手渡しされたデータ
は、バイオコミュニケーションズ株式会社が構
築したセキュアなサーバー上に保存した後、
ハードディスクに保存されたデータは直ちに削
除した。健診アプリおよび健診データは、バイ
オコミュニケーションズ株式会社が構築した
サーバー上で厳重に管理する。サーバーは外部
からの不正アクセスを防ぐため、ファイア
ウォールを使用し、インターネット網での通信
には SSL 暗号化方式を用いてデータの盗聴や
改竄を防止する。なお、健診データおよび健診
アプリが適切に運用されていることを確認する
ために、月に１回、研究者らがバイオコミュニ
ケーションズ株式会社を訪問して運用状況を監
督する。

健診アプリのセットアップが完了した後、研
究対象者は１年間健診アプリを使用する。１年
間の健診アプリ使用後に、対象者に対してアン
ケートを行い以下の事項を確認し、今後の健診

アプリの改修に役立てる。
・性別
・年齢
・教育歴
・役職
・健診アプリの有用性について
・健診アプリの利用継続意向について
・健診アプリの不満を感じる点について
・�健診アプリの改善を期待する点について
等（倫理面への配慮）

Ｃ．研究結果
研究参加希望者は 30 名であり、30 名を本

研究対象者として令和７年２月 25 日から令和
８年２月 24 日にかけて健診アプリのテスト運
用を開始した。健診アプリのユーザー画面を
図１～５に示す。

Ｄ．考察
令和６年度は、これまでの開発・計画の成果

を土台に、健診アプリのテスト運用の開始に
至った。健診アプリは令和８年度以降に「放射
線業務従事者の健康影響に関する疫学研究」に
参加するすべての対象者へと拡大して運用（本
格導入）する予定である。今後、１年間のテス
ト運用を経て健診アプリ運用の課題を抽出し、
令和８年度以降の健診アプリ本格導入に向けて
準備を進める。

令和８年度以降の本格導入に向けて、検討を
重ねる必要がある事項は以下の通りである。
１）�健診アプリの改修について

テスト運用に用いた健診アプリに搭載された
機能は最小限のものであり、今後、本研究対象
者からの意見等も踏まえてより充実させる必要
がある。
２）�健診アプリ使用の同意取得方法について

健診データを健診アプリに取り込むために
は、参加者から同意を取得する必要がある。テ
スト運用は 30 名であったために口頭での説明
と書面での同意が容易であったが、本格導入で
は 1,000 名を超える参加者から同意を得るこ
とが想定されるため、現実的な説明と同意の方
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法について検討を行う必要がある。
３）�健診データの授受の方法について

健診アプリの運用にあたっては、労働安全衛
生総合研究所にて管理される健診データを健診
アプリ運用先に提出する必要がある。その際の
セキュリティを担保したデータ提出方法につい
ては更なる検討が必要である。また、データ提
出の頻度についても協議が必要である。健診
データをより速やかに健診アプリに反映するた
めには、データの授受は頻回であることが望ま
しい。
４）�健診アプリ利用者からの問い合わせ対応窓

口の設置について
本格導入をした場合には、健診アプリ利用者

から様々な問い合わせが生じることが想定され
る。そのため、問い合わせ窓口の設置、及び担
当者の配置が必要である。問い合わせ窓口の設
置場所等についての検討が必要である。

令和７年度は、上記の検討事項に加えて、健
診アプリのテスト運用で明らかになった課題に
ついて関係各所と検討を重ね、令和８年度以降
の本格導入に向けて準備を進める。

Ｅ．結論
令和６年度は健診アプリのテスト運用を開始

した。今後、健診アプリの運用について検討を
深め、令和８年度以降の本格導入を目指す。

Ｆ．研究発表
１．論文発表

なし
２．学会発表

なし

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況
なし
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図１．初回認証画面

図２．ログイン画面
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図３．メニュー画面

図４．健診データ画面

図５．健診データ評価画面
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